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（１） 学生確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生の確保の見通し 

ア 定員充足の見込み 

 １ 入学定員設定の考え方 

経営学部経営学科の入学定員設定の考え方は、兵庫県をはじめとする設置圏域（大

阪府、京都府、奈良県）の高等学校及び中学校の在籍者数、高等学校を卒業した者

の大学進学状況、大学の経営・商学系全般における女子入学者数の状況、類似学部

など想定される競合大学の設置状況や志願者動向及び充足状況、本学既設学部の志

願状況や充足状況を踏まえるとともに、さらには、兵庫県・大阪府に所在する高等

学校の在校生に対する進学需要調査の結果、本学への求人実績や卒業生の採用実績

がある企業等あるいは経営学部卒業生の採用が見込まれる企業等を対象とした人材

需要調査の結果などを総合的に勘案したうえで、入学定員を 200 人としていること

から、十分な定員充足を見込むことができるものと考えている。 

【資料０：学生確保の見通しに関する総括資料 参照】 

 

 ２ 定員超過率が 0.7倍未満の学科について 

平成 31年度の入試の結果を受けて、併設する武庫川女子大学短期大学部食生活学

科（以下、「本学科」という。）の平均入学定員超過率が 0.7 倍未満（0.59 倍）とな

る。 

これまで本学では、平成 20 年 11 月から平成 25 年３月までの間、「短期大学改革

計画策定委員会」を、さらに平成 27年４月からは副学長を委員長に、開設する７学

科の学科長、共通教育科長、教務部長、入試センター長、学生部長、キャリアセン

ター長、法人室長、広報室長、教育開発支援室長からなる「短大改革委員会」を改

めて学内に組織し、①短期大学教育の特色化に関する事項、②学生の学力向上のた

めの方策の策定及び実施に関する事項、③広報活動に関する事項、④４年制大学へ

の編入学に関する事項、⑤入口・出口調査、社会のニーズ調査、他短大調査、その

他調査の実施とその分析に関する事項、⑥その他、学長の諮問する事項及び委員会

が必要と認めた事項について、鋭意検討を重ね、学生確保に努力してきている。 

今回、定員超過率が 0.7倍未満となる本学科は、昭和 26年家政科家政専攻（入学

定員 40 人）の開設に遡るが、その後入学定員は、昭和 30 年度から 80 人、昭和 35

年度から 240 人、昭和 39 年度から 360 人、昭和 58 年度から 540 人と増員してきた

が、全国的に短大離れが急速に進むにあわせ、平成６年度から 340人、平成 14年度

から 180人、平成 18年度から現在の 160人へと減少させ、常にレベルの維持・確保

に努めてきた。しかしながら、本学科における直近５年間の志願者数は、平成 27年

度が 596人（志願倍率 3.72倍）、平成 28年度が 581人（志願倍率 3.63 倍）、平成 29
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年度が 590人（志願倍率 3.68倍）、平成 30年度が 438人（志願倍率 2.73 倍）、令和

元年度が 441 人（志願倍率 2.75 倍）となっており、また入学者については平成 27

年度が 156人（入学定員超過率は 0.97 倍）、平成 28年度が 128人（入学定員超過率

は 0.80 倍）、平成 29 年度が 126人（入学定員超過率は 0.78 倍）、平成 30 年度が 98

人（入学定員超過率は 0.61 倍）、令和元年度は 94 人（入学定員超過率は 0.58 倍）

と減少傾向に歯止めがかからない状況に陥っている。 

特に平成 30年度の急激な落ち込みは、全国的に「管理栄養士ブーム」が一段落し

たことに加え、近隣大学に栄養系学部が開設されたことにより、本学科を志願する

生徒の学力レベルであれば、近隣の４年制大学の栄養系学部に合格する力を有して

いること、また本学の生活環境学部食物栄養学科への３年次編入学の定員が 10人と

いう狭き門であることもあって、短大に入学せず、当初から４年制で管理栄養士受

験資格が取得できる近隣の大学への入学を優先的に選択したのが大きな理由である

と判断している。 

全国的な短大離れが進み、志願者数や質の高い入学者の確保が厳しい状況に晒さ

れるなか、入学定員を充足させるためには、入試の合否ラインをさらに引き下げな

ければならず、永年にわたって築いてきた学科の学力レベルの維持・確保が極めて

困難な状況になってきている。 

これらのことを踏まえ、令和２年度より大学の生活環境学部の「食物栄養学科」

を「食物栄養科学部」に分離するとともに、新たに「食創造科学科（入学定員 80人、

３年次編入学定員５人）」を開設する学部設置構想とあわせて、本学科の入学定員

（160 人）を 80人減じることとしている。 

 

○短期大学部食生活学科の直近５年間の志願者・入学者等の状況 

年 度 
入学 

定員 
志願者 

志願 

倍率 
入学者 

定員 

超過率 

平成27年度  

 

160 

596 3.72 156 0.97 

平成28年度 581 3.63 128 0.80 

平成29年度 590 3.68 126 0.78 

平成30年度 438 2.73 98 0.61 

令和元年度 441 2.75 94 0.58 

平 均  529 3.30 121 0.75 

註： １．志願倍率＝志願者÷入学定員 

２．直近２年間の平均入学定員超過率は、0.59倍 

（平成 30年度 0.61倍＋令和元年度 0.58倍）÷ ２ 
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イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

１ 設置圏域の高等学校及び中学校の女子の在籍者数 

平成 30年度の兵庫県、大阪府、京都府、奈良県の学校基本調査によると、経営学

部経営学科の開設初年度に受験対象者となる兵庫県、大阪府、京都府、奈良県の高

等学校に在籍している２年生の女子の生徒数は 78,401 人、学部開設２年目に受験対

象者となる兵庫県、大阪府、京都府、奈良県の高等学校に在籍している１年生の女

子の生徒数は 78,182人となっている。さらに、学部開設３年目に受験対象者となる

兵庫県、大阪府、京都府、奈良県の中学校に在籍している３年生の女子の生徒数は

79,165 人、学部開設４年目に受験対象者となる兵庫県、大阪府、京都府、奈良県の

中学校に在籍している２年生の女子の生徒数は 77,616 人となっている。 

なお平成 30年３月の兵庫県、大阪府、京都府、奈良県の中学校を卒業した女子の

高等学校等への進学率の平均は 99.0％となっており、兵庫県、大阪府、京都府、奈

良県の中学校を卒業した女子の高等学校等への進学率を見ても、今後、兵庫県、大

阪府、京都府、奈良県の女子の大学受験対象者が大きく減少することはなく、中長

期的な学生確保の見通しがあるものと考えられる。また、本学部を設置する令和２

年度から令和 16 年度までの 15 年間の大学進学対象となる女子数推移予測として、

平成 27年度国勢調査結果を参考に分析を行ったところ、本学部を設置する令和２年

度は、大学進学時期を迎える者（18 歳人口）は男女合計では全国で 1,168,566 人で

あるのに対し、開設 15年目の令和 16年度は 957,190人で人数比は 81.9%となる見込

みで、概ね２割減となるものの大きな減少とは認められない。 

【資料１：設置圏域の高等学校及び中学校の女子の在籍者数 参照】 

【資料１－２：大学進学対象となる女子数 推移予測（令和２～令和 16年度）参照】 

 

２ 設置圏域の高等学校を卒業した女子の大学進学状況 

 １）兵庫県の高等学校を卒業した女子の大学進学状況 

平成 30年度の兵庫県の学校基本調査によると、兵庫県内の高等学校を卒業した女

子の過去３年間の大学等進学状況は、平成 28 年３月は卒業者数 23,301 人のうち大

学等進学者は 14,826 人で大学等進学率は 63.6%、平成 29 年３月は卒業者数 23,866

人のうち大学等進学者は 15,243 人で大学等進学率は 63.9％、平成 30 年３月は卒業

者数 23,418 人のうち大学等進学者は 15,135 人で大学等進学率は 64.6％となってお

り、兵庫県内の高等学校を卒業した女子の過去３年間の大学等進学率は、平成 28年

３月の 63.6％から平成 30 年３月は 64.6％と 1.0 ポイント上昇していることから、

兵庫県内の高等学校を卒業した女子の大学受験対象者が大きく減少することはなく、

中長期的な学生確保の見通しがあるものと考えられる。 

 ２）大阪府の高等学校を卒業した女子の大学進学状況 

平成 30年度の大阪府の学校基本調査によると、大阪府内の高等学校を卒業した女
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子の過去３年間の大学等進学状況は、平成 28 年３月は卒業者数 37,248 人のうち大

学等進学者は 23,305人で大学等進学率は 62.6％、平成 29年３月は卒業者数 38,514

人のうち大学等進学者は 23,796 人で大学等進学率は 61.8％、平成 30 年３月は卒業

者数 37,703 人のうち大学等進学者は 23,227 人で大学等進学率は 61.6％となってお

り、大阪府内の高等学校を卒業した者の過去３年間の大学等進学率は、平成 28年３

月の 62.6％から平成 30 年 3 月は 61.6％と 1.0 ポイント下降しているが、大阪府内

の高等学校を卒業した女子の大学受験対象者が大きく減少することはなく、中長期

的な学生確保の見通しがあるものと考えられる。 

 ３）京都府の高等学校を卒業した女子の大学進学状況 

平成 30年度の京都府の学校基本調査によると、京都府内の高等学校を卒業した女

子の過去３年間の大学等進学状況は、平成 28 年３月は卒業者数 11,385 人のうち大

学等進学者は 7,828 人で大学等進学率は 68.8％、平成 29 年３月は卒業者数 11,907

人のうち大学等進学者は 8,147人で大学等進学率は 68.4％、平成 30年３月は卒業者

数 11,658 人のうち大学等進学者は 8,047 人で大学等進学率は 69.0％となっており、

京都府内の高等学校を卒業した者の過去３年間の大学等進学率は、平成 28年３月の

68.8％から平成 30年３月は 69.0％と 0.2ポイント上昇していることから、京都府内

の高等学校を卒業した女子の大学受験対象者が大きく減少することはなく、中長期

的な学生確保の見通しがあるものと考えられる。 

４）奈良県の高等学校を卒業した女子の大学進学状況 

平成 30年度の奈良県の学校基本調査によると、奈良県内の高等学校を卒業した女

子の過去３年間の大学等進学状況は、平成 28年３月は卒業者数 5,876人のうち大学

等進学者は 3,693人で大学等進学率は 62.8％、平成 29年３月は卒業者数 5,958 人の

うち大学等進学者は 3,735 人で大学等進学率は 62.7％、平成 30 年３月は卒業者数

5,950 人のうち大学等進学者は 3,669 人で大学等進学率は 61.7％となっており、奈

良県内の高等学校を卒業した者の過去３年間の大学等進学率は、平成 28 年３月の

62.8％から平成 30年３月は 61.7％と 1.1ポイント下降しているが、奈良県内の高等

学校を卒業した女子の大学受験対象者が大きく減少することはなく、中長期的な学

生確保の見通しがあるものと考えられる。 

【資料２：設置圏域の高等学校を卒業した女子の大学進学状況 参照】 

 

 ３ 私立大学の社会科学系、商学・経済学系における女子人数の状況 

 １）私立大学における 1年次女子人数の状況 

平成 30年度の文部科学省学校基本調査によると、私立大学の１年次に在籍する女

子学生数は 235,693 人、男子学生数は 268,530 人、合計すると 504,223 人で女子構

成比は 46.7%であった。一方、平成 12(2000)年度では女子学生数は 183,083 人、男

子学生数は 296,195人、合計すると 479,278人で女子構成比は 38.2%であった。女子

学生数は 52,610 人増であるのに対し、男子学生数は 27,665 人減であり、全体に占
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める女子構成比は 8.5％上昇した。このように中長期的にみると、全体では少子化傾

向が進展していることは否定できないものの、女子の進学率は上昇傾向にあること

で、大学進学者数が増加していることが分かる。 

【資料３：私立大学における男女別・1年次人数及び女子構成比の推移 参照】 

 

 ２）私立大学の社会学系学科における 1年次女子人数の状況 

平成 30年度の文部科学省学校基本調査によると、私立大学の社会科学系学科の１

年次に在籍する女子学生数は 63,959人であった。一方、平成 12年度では 62,462人、

最も多かったのは平成14年度の66,775人、最も少なかったのは平成24年度の59,884

人であったが、概ね６万人台前半で推移している。このように、社会科学系学科に

在籍する女子学生数は、中長期的にも安定していることが分かる。他の系統と比べ

ても平成 30年度時点で最も多く、同じ文系分野である人文科学が 6,912人減少（平

成 12 年度 58,627 人に対し平成 30 年度 51,715 人）している状況と対照的である。

文系分野を目指す学生においても、実学志向が高まっていることが背景にあると推

察される。 

【資料４：私立大学における学科分野別の１年次女子数の推移 参照】 

 

 ３）私立大学の商学・経済学系学科における 1年次女子人数の状況 

平成 30年度の文部科学省学校基本調査によると、私立大学の商学・経済学系学科

の１年次に在籍する女子学生数は 29,969人であった。平成 12年度では 27,144 人の

ため、2,825人増加した。一方、法学・政治学は 801 人減（平成 30年度 10,946 人に

対し平成 12年度 11,747人）、社会学は 2,859人減（平成 30年度 16,588人に対し平

成 12 年度 19,447 人）であった。社会科学系学科の女子学生数が中長期的に安定し

ている背景には、商学・経済学系学科における女子学生数の増加が理由として挙げ

られる。商学・経済学系は財務や会計、経済学・経営学に加えてマーケティングな

ど、実務に直結した知識を学ぶ教育課程を編成していることが一般的であり、また

卒業後の進路についても幅広い業種が期待できることから、女子高校生（特に資格

免許職は目指さないが大学卒業後の就職を意識している層）の人気が高まっている

と推察される。 

【資料５：私立大学の社会科学系における学科分野別の１年次女子数の推移 参照】 

 

 ４ 想定される競合大学の志願者動向と定員充足状況 

１）私立大学の「経営学部」における状況 

平成 30年度の日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動

向」によると、平成 30 年度時点で私立大学「経営学部」は全国に 80 学部あり、入

学定員 25,431 人に対し志願倍率 10.6 倍で、入学定員充足率は 106.32％である。平

成 26 年度は全国 82学部、入学定員 25,083人に対し志願倍率 7.5倍で、入学定員充
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足率は 101.65％であった。18歳人口の減少期、また私立大学の約４割が定員未充足

と言われる今日においても安定した志願者数の確保と定員充足の状況を維持してい

る。  

【資料６：私立大学「経営学部」の志願者・入学者動向 参照】 

 

 ２）近隣の競合大学における状況 

今般、設置を計画している経営学部経営学科との競合が想定される国公立大学は、

神戸大学経営学部経営学科（入学定員 260 人）、兵庫県立大学経営学部組織経営学

科及び事業創造学科（入学定員 230 人 ※2019 年度より国際商経学部国際商経学科

に改組）、大阪市立大学商学部商学科及び公共経営学科（入学定員計 220 人）で、

最近３年間の一般入試状況は、平均で志願者数 2,278 人に対して合格者 678 人、倍

率（志願者÷合格者）3.4 倍となっている。またいずれも 2018 年度の定員充足率は

100％超で、その平均は 107.05％である。 

一方、競合が想定される私立大学は、関西学院大学商学部商学科（入学定員 650

人）、甲南大学経営学部経営学科（入学定員 345 人）、関西大学商学部商学科（入

学定員 726人）、近畿大学経営学部経営学科（入学定員 585名 ※夜間含む）で、最

近3年間の一般入試及びセンター併用試験を合計した状況は、平均で志願者数28,686

人に対して合格者 5,058人、倍率（志願者÷合格者）5.7 倍となっている。またいず

れも 2018年度の定員充足率は 100％超で、その平均は 113.62％であるが、新たに同

志社大学商学部（入学定員 893 名）、立命館大学経営学部（入学定員 825 名）、京

都産業大学経営学部（入学定員 610 名）、龍谷大学経営学部（入学定員 493 名）も

加えた８大学の商・経営学部の平成 30年度の入学定員・入学者等の状況や収容定員

充足の状況から、特に合計は 5,722 人（１大学平均 715 人）に対し、入学志願者数

合計は 90,635人（１大学平均 11,329人）で 15倍以上の志願者を集めている。また、

入学者総数 5,659人（１大学平均 707 人）のうち、女子入学者数合計は全体の 40.5%

の 2,291 人で、１大学平均では 286 人の女子が入学しており、入学者における割合

と同様、女子志願者も４割程度とするとこの８大学だけでも約 36,000人の女子志願

者が存在することになるものの、実際の入学者合計は前述の 2,291 人であることか

ら、志望動機の高い女子生徒にとって本学部（入学定員 200 人）は十分な受け皿に

なり得ると考える。 

国公立大学・私立大学ともに、18 歳人口の減少期においても安定した志願者数の

確保と定員充足の状況を維持している。 

また、全国で 407,647人、うち女子 194,175人が受験した河合塾「2018年度 第 2

回全統マーク模試」の結果によると、京都府、大阪府、兵庫県の偏差値 42.5～60の

私立大学経営系学科を志望校の一つとしてあげている受験者は、のべ 12,855人であ

った。そのうち偏差値 40 台は５大学で計 3,073 人のうち女子は 1,204 人で 39.2%、

偏差値 50台は４大学で計 8,393人のうち女子は 3,158人で 37.6%、偏差値 60台は１



7 
 

大学で 1,389人のうち女子 579人で 41.7%であった。また所在地別では京都府４大学

で 5,260人のうち女子 2,105人で 40.0%、大阪府４大学で 5,413人のうち女子 1,851

人で 34.2%、兵庫県２大学で 2,182人のうち女子 985 人で 45.1%であった。以上のこ

とから、関西地区の私立大学経営系においては、偏差値・所在地に関係なく全志願

者の 40％前後が女子志願者であり、万遍ないニーズが存在することが分かる。 

【資料７：想定される競合大学の志願者動向と定員充足状況（経営学部・商学部関係 ） 

参照】 

【資料７－２：関西主要私立大学における商・経営学部の入学定員・入学者等の状況

（平成 30年度） 参照】 

【資料７－３：関西主要私立大学における商・経営学部の収容定員充足の状況（平成

30年度） 参照】 

 

 

 ５ 本学の既設学科における状況 

本学既設学科の直近４年（平成 27～30年度）の志願者数は、文学部、健康・スポ

ーツ科学部、生活環境学部、音楽学部、薬学部（６年制）、薬学部（４年制）、看護

学部の全学科の入学定員 7,140人（平成 27～30年度の入学定員合計）に対して 79,221

人で、入学定員に対する志願倍率は 11.10 倍である。なお、実質的な競争倍率であ

る合格者数に対する受験者数の受験倍率でみても 3.71 倍と高い水準となっている。 

また令和元年度、教育学部を加えた直近５年間の志願者数の平均は 19,896人、入 

学定員に対する志願倍率の平均は 11.04倍となっている。 

なお、平成 27 年度からの４年間の平均入学定員超過率は 1.03 倍に抑えられてお

り、高水準の志願倍率、受験倍率を維持しながらも適切な定員管理を行っている。 

【資料８：武庫川女子大学への志願・受験・合格・入学者数（直近５年） 参照】 

 

 ６ 学生確保の根拠となる調査結果の概要 

経営学部経営学科の設置計画は、設置圏域の高等学校及び中学校の在籍者数、高

等学校を卒業した者の大学進学状況、社会科学系及び商学・経済学系における女子

人数の状況、想定される競合大学の志願者動向と定員充足状況、これまでの本学既

設学科への志願状況やなどを踏まえたうえで計画していることから、十分な学生確

保が見込めるものと考えられるが、経営学部経営学科の設置計画を策定するにあた

り、学生確保の見通しを計量的な数値から確認することを目的として、設置圏域を

中心に所在する高等学校の２年生に対する進学意向に関するアンケート調査を実施

した。本学の直近４年（平成 27～30年度）入学者のうち、平均すると 88.3％が近畿

２府４県、さらに 79.0％が大阪府と兵庫県の高等学校卒業者であることがわかる。

このことから、経営学部経営学科についても大阪府と兵庫県が学生確保における基

盤となることが予想されるため、大阪府と兵庫県の高等学校を対象とした。 
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結果、兵庫県の 31 校（武庫川女子大学附属中学校・高等学校を含む）、大阪府の

16 校の合計 47校の高校２年生の女子からアンケート調査の回答を得た結果、入学定

員 200 名を上回る 378 人の生徒が、本学の経営学部経営学科への入学意向を示した

（「入学したい」229人、「併願先の結果によって入学したい」149 人の合計）。 

【資料９：武庫川女子大学入学者のうち、近畿２府４県の高等学校卒業者の入学状況

（直近４年） 参照】 

【資料１０：武庫川女子大学 経営学部経営学科(仮称) 学生確保の見通しについての

高校生アンケート調査 報告書 参照】 

【資料１１：武庫川女子大学 経営学部経営学科(仮称) 学生確保の見通しについての

附属中学校・高校生アンケート調査 報告書 参照】 

 

なお、本学の附属校である武庫川女子大学附属中学校・高等学校については、経

営学部経営学科の開設初年度に進学時期を迎える高校２年生以外にも、学部開設２

年目に進学時期を迎える高校１年生、学部開設３年目に進学時期を迎える中学３年

生、学部開設４年目に進学時期を迎える中学２年生を対象にアンケート調査を行っ

た。結果、高校２年生は 30人、高校１年生は 16人、中学３年生は 13人、中学２年

生は９人が進学意欲を示しており、経営学部経営学科に対して中長期的な入学者が

見込まれることが分かった。さらに進学意欲を示した人数は、中２＜中３＜高１＜

高２となっていることから、幅広い学年に向けた広報活動を行うことで安定的な学

生確保が可能になると思われる。 

 

○武庫川女子大学附属中学校・高等学校の生徒に対する入学意向アンケート結果（抜粋） 

対象学年 
学年毎の 

回答者数① 

経営学部 

を志願② 

志願者割合 

（②÷①） 

経営学部 

に入学希望③ 

入学希望者 

割合（③÷①） 

高校２年生 284 51 18.0% 30 10.6% 

高校１年生 320 28 8.8% 16 5.0% 

中学３年生 196 32 16.3% 13 6.6% 

中学２年生 194 22 11.3% ９ 4.6% 

 

ウ 学生納付金の設定の考え方 

本学では、将来の発展を見据えた収入確保と、教育の質的向上を図るための教育

研究基盤の一層の充実強化を図り、財政基盤の安定を目指す観点から、令和元年度

入学生より新しい学費体系を適用することとなった。 

その新しい学費体系を導入するに至った経緯は、近年、関東地区の総合大学から

入学金の値下げを行い、その値下げ分を在学年限で除算し、その金額を基に２年次

から卒業年次に学費に上乗せするという手法が始まり、関西地区の総合大学へ、さ

らには関東地区の女子大学へと拡がってきていることにある。 
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本学では、学費のスライド制を導入しているものの、平成 10年度以降、実験実習

費を若干値上げしたものの、授業料については永年にわたって据え置いてきていた。 

日本私立大学団体連合会発表の「平成 30年度入学生学生納付金等調査」の結果に

よると、全国私立大学 528 校のうちスライド制を採用しているのは 53 校（10.0%）

で、漸増方式又は一定方式を採用しているのは 416校（78.8%）となっている。 

こうした動きの中で、本学としては競合他大学の学費と比較検討し、令和元年度

入学生の学費から従来のスライド制を廃止し、卒業までの学費を明示する方式に変

更することとした。 

具体的には、入学金を 250,000 円から 200,000 円に引き下げることによって初年

度納付額を抑え、その入学金減額分を２年次から卒業年次にわたって授業料に一定

額を加算徴収する方式を採るものである。 

今回、設置を構想する「経営学部経営学科」にあっても当該方針に従うとともに、

既設学部の徴収額とのバランスや設置圏周辺地域における類似学部・学科を設置し

ている私立大学の学生納付金も勘案しつつ、充実した教育と研究の実現並びに大学

としての継続的、かつ健全な運営のために最低限必要な収入を精査したうえで、入

学金及び学費（授業料、教育充実費）を設定した。 

具体的には、入学金 200,000円、学費は１年次 1,000,000円（授業料：800,000円、

教育充実費：200,000 円）、２年次以降は 1,200,000 円（授業料：1,000,000 円、教

育充実費：200,000円）としており、本学部を志望する受験生にとっても許容範囲内

の金額であると思われる。 

【資料１２：学生納付金設定の考え方 参照】 

 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

  

経営学部に係る学生確保に向けた具体的な取り組みは、設置認可申請書類の提出

以降に具体的な活動を行うこととしている。 

その活動とは、従来から大学全体（既設学部）として行っている様々な取り組み

に加え、経営学部独自の新たな取り組みを通して、受験生をはじめ社会一般への認

知度向上を図り、学生の確保につなげていく。 

 

 〇従来から実施の大学全体での取り組み（平成 30年度実績） 

① 大学案内（キャンパスガイド）や学科紹介パンフレット等の印刷物の配布 

大学案内（キャンパスガイド）は 80,000部を作成、また学科紹介パンフレッ 

   トは約 5,000部（学科によって若干部数が異なる）、入試案内、募集要項を作成 

し、高校訪問、オープンキャンパス、高校教員向け説明会、保護者向け説明会、 

大学見学会、各地域での進学・入試相談会等において幅広く配布。 

② ホームページや高校生向けのＳＮＳ等の電子媒体による情報の提供 
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③ 新聞・雑誌、駅・車内広告等各種メディアを活用したＰＲ活動 

④ 資料等請求者に対するダイレクトメールによる各種情報の提供 

⑤ 高校訪問、オープンキャンパス、高校教員向け説明会、保護者向け説明会 

  〔高校訪問〕 

    北海道から沖縄まで約 1,200校を訪問。高校での模擬授業は 134件、分野別説 

明会は 254件実施。 

  〔オープンキャンパス〕 

    高校生、保護者、教員等を対象に入試概要の説明や、学科企画プログラム（学

科説明・施設見学・体験授業）、人気予備校講師による入試対策講座、学科別の

Ｑ＆Ａコーナーにて入試・就職・資格・奨学金・寮・下宿など学生生活全般にわ 

たる個別相談を実施。生徒向けのプログラムは、高校３年生用と低学年用を、ま

た保護者向けのプログラムも用意したきめ細かな対応を行っている。 

開催日時、参加者数は以下のとおり。 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

         

（平成 30年度以前の参加生徒数） 

  平成 29年度：6,723人、平成 28年度：6,795人、平成 27年度：7,384人、

平成 26年度：7,525人 

  〔高校教員向けの説明会〕 

    ６～７月に、大阪（梅田）、姫路、京都、本学の４会場で実施。なお平成 30年 

度は、京都での開催は台風のため中止となる。 

  〔保護者向け説明会〕 

    ６月に、大阪（梅田）、大阪（天王寺）、神戸（三宮）、姫路にて実施。 

⑥ 併設の附属高校向け説明会 

各学科単位で年２回（７月と２月）に、中学１年生から高校３年生までの生徒 

と保護者を対象に実施。 

⑦ 大学見学会 

高校単位での見学会を積極的に受け入れており、毎年約 50校、1,500人程度 

の高校生が見学に来学し、興味関心の高い、あるいは希望する学科での授業も可 

開催日時 参加生徒数 参加保護者数 参加数合計 

６月３日（日）12:30～16:30 670 411 1,081 

７月 14日（土）12:30～16:30 768 410 1,178 

７月 15日（日）12:30～16:30 876 506 1,382 

８月 10日（金）12:30～16:30 1,583 557 2,140 

８月 11日（土）12:30～16:30 1,536 966 2,502 

９月 30日（日）12:30～16:30 台風 24号接近のため中止 

10月７日（日）12:30～16:30 873 818 1,691 

   計（開催６回） 6,306 3,668 9,974 
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能な限り実施。また数人のグループや個人単位の訪問に対しては、中央キャンパ 

スの入試センター隣室に設ける「受験生の部屋“Muko ナビルーム”」にて、平日 

及び土曜日の午前中は入試センター職員が、土曜の午後や日祝日は学生スタッフ 

が大学の授業や学生生活の紹介、キャンパス見学の案内、入試に関する相談・質 

疑応答を行っている。 

⑧ 各地域での進学・入試相談会を開催 

関東、東海、北陸、近畿、中国、四国、九州、沖縄の８地区の府県において、 

受験生、保護者、教員を対象とした個別の相談会を実施。 

〔本学主催 進学相談会〕 

   ６月：福井、高松 

   ７月：富山、金沢、京都、奈良、和歌山、岡山、倉敷、広島、徳島 

   ８月：金沢、福井、浜松、名古屋、米子、鳥取、岡山、広島、福山、福岡、小倉、 

熊本、鹿児島 

   ９月：東京、横浜、徳島、高松、松山、高知、大分、宮崎、沖縄 

10 月：本学 

  〔他大学合同開催 入試相談会〕 

   ５月：大阪 

   ６月：金沢、岐阜、草津、京都、大阪、神戸、和歌山、紀伊田辺、岡山、広島、 

福山、徳島、香川、松山、高知、北九州、福岡、熊本、大分、宮崎、鹿児 

島、沖縄     

７月：東京、横浜、名古屋、高松、福岡、熊本、鹿児島、沖縄     

８月：金沢、大阪、姫路、広島 

   ９月：富山、金沢、福井、津、奈良、和歌山、鳥取、米子、島根、岡山、広島、 

福山、福岡、長崎、大分 

 

〇経営学部独自の新たな取り組み 

【これまでの学生確保に向けた取り組み】 
① 「学生の確保の見通し等を記載した書類」での高校 2 年生（5,003 人）に対する入

学意向調査を通じて、高校生（附属高校生を含む）や教員にリーフレットを配布し、

周知を図った。（平成 30 年 12 月～） 
② 同窓会の機関紙（鳴松会報：毎年 2月 25日発行）に学部設置構想の記事掲載 

とリーフレットを卒業生に郵送配布。発送件数は、132,500部。 

 【今後の取り組み予定】 

① 大学ホームページに経営学部に関する情報を盛り込んだホームページを作成し、

公開する。 

② 新聞、受験雑誌、ネット等への広告掲載。 
③ 大学案内（キャンパスガイド）に経営学部のページを組み入れるとともに、学 
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 部紹介パンフレット（10,000部）を作成。 

④ ラジオ番組への出演と学部紹介 

本学では、武庫川学院創立 80周年を迎えるにあたり、平成 29年 4月から 

180,000人を超える卒業生と 12,000人の学生・生徒、教職員が集うプラットホ 

ームと多くのリスナーに本学を認知してもらうため、ＦＭ ＯＨ851（前身はＦＭ 

大阪）の 30分枠の番組を持ち、「輝く女性を応援！」をテーマに毎回、学生や 

教職員、卒業生などが出演して大学の現況や学生・卒業生、教職員の活躍などを 

毎週水曜日 20時から 20時 30分に放送。 

平成 31年４月 17日の放送では、経営学部教員（予定者）２人が出演し、学部 

設置の構想等を紹介する。 

⑤ 同窓会総会の日（令和元年５月 26日）に学部設置構想を説明。 

⑥ シンポジウム開催 

武庫川学院創立 80周年を記念した全学シンポジウム（令和元年７月６日及 

び 10月５日）において、新学部開設を中心とした女子総合学園をアピールする。 

⑦ これまでの高校訪問に加えて、学部教員による高校訪問を実施。 
   
当然ながら、学部設置の認可を受けていない段階でのＰＲ活動及び学生募集については

ルールを遵守し、入学希望者や社会一般に対して誤解や損害を与えることのないようにす

る。 

 

（２） 人材需要の動向等社会の要請 

① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学部は、本学院が掲げる立学の精神、教育目標、教育推進宣言に則り、平和で

民主的な社会の形成者として、幅広い教養とグローバル化する社会への理解を有し、

地域社会で生きる人々を尊重し、相互に助け合うことができる豊かな人間性を備え

るとともに、経営全般に関する専門的知識と実践力を有し、どのような時代にあっ

ても、世界のどこにいても、何歳であっても、たとえ逆境にいたとしても、自らの

暮らしをその環境にあわせて構築し、そのために必要となる知識や技能を獲得し、

協力してくれる人との良好な関係を築ける能力と意欲を持ち続け、国内外のビジネ

ス社会で活躍できる人材を養成することで、 “しなやかな女性キャリア”の実現に

貢献することを目的としている。 

また、本学部が研究対象とする中心的な学問分野は「経営学」である。経営学は、

「私企業のみならず国・地方自治体、学校、病院、家庭等における組織活動の企画・

運営に関する科学的知識の体系」であり、「課題解決のための知識・方法論」でもあ

る。 

人生 100 年時代の到来により、特定資格や特定専門知識だけで職業生活を全うす
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ることは難しくなっており、予測不可能な将来に向けて、専門的な知識・技能だけ

ではなく多様な知識・技能を身に付ける必要がある。社会に出てからも学生時代に

習得した技能・知識をベースとしながら、外部環境や自身のステージの変化に応じ

て、新たに学び直しをしたり、新たなキャリア設計をしたりすることで、自らの暮

らしやキャリアを何度もデザインし直すことができる“しなやかさ”が求められる。 

つまり、実現すべき“しなやかなキャリア”とは、これまで多くの男性が目指し

てきたような新卒一括採用、終身雇用、年功序列に組み込まれるようなキャリアで

はなく、出産・育児を経ても復職・転職し、もしくは起業も含めた多様な設計をす

るキャリアであり、学生時代には、それを前提にして、その支えとなる専門的知識

を習得することが重要になる。 

また、これからの女性は、社会の様々な場面でより主体的な役割を担うことが求

められるため、広い視野を持って、国内外の環境変化に臨機応変に対応する課題解

決力と実践力が必要とされる。そのためには、単に経営学に関する知識を持つだけ

ではなく、学びの場での主体的な取り組みや企業・団体との協働の実践によって、

現実の社会的課題にぶつかり、それを自立的に解決できる力と周りの人達と良好な

関係を築けるコミュニケーション力の両方を身に付けておくことが特に必要である。 

さらに、世界がますますグローバル化し、国境の垣根が取り去られつつある現在、

我が国やその地域で抱える課題は、もはや国内や地域内の視点のみで解決すること

はできず、課題の本質を知り、解決に向けた具体的な行動につなげていくためには

“グローカルな視点”が求められる。そのため、多様なキャリアの形態として、グ

ローバルに活躍すること、すなわち、グローバル化する社会への理解と必要とされ

る語学力を有し、たとえ海外に赴任したとしても活躍することを見通せる学びの経

験が必要であり、それと同じく、多様なキャリアの形態として、企業に就職するだ

けではなく、地方や地元の活性化に貢献するような機会を自ら切り開くことを目指

す学びの経験も必要である。 

こうした観点に立ち、企業、家庭、地域社会等のそれぞれにおいて、女性が自身

の役割や存在意義を見出し、その役割を果たすことで、生涯を通じて社会に貢献を

続ける女性を育て、世の中に輩出していくことが本学部の狙いとするところである。 

 

② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な

根拠 

１ 社会的な人材需要への対応 

１）就業者としての女性への期待 

総務省「国勢調査」、「人口推計」によると、日本の 15～64歳の生産年齢人口は 1990

年代半ばから減少し続けており、7,596 万人（直近実績：2017 年）となった。国立

社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」の推計によると、1990 年代半ば

から続く減少は、今後はより加速するとみられており、2040 年には 5,978 万人まで
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落ち込むと推計されている。約 20 年後には、日本の生産年齢人口は 2017 年に比べ

て 1,618万人も減少するのである。 

 【資料１３：日本の人口及び人口構成推移 参照】 

 

国は、女性や高齢者の就業者を増やす政策を推進して就業者人口の維持・増大を

図ってきており、その結果、生産年齢人口が減少する中でも、この 10 年間（2007

年～2017 年）の就業人口はほぼ横ばいで推移してきている。今後の生産年齢人口減

少の加速に対応すべく、女性や高齢者の活躍推進をより一層遂行するのみならず、

外国人労働者の活用拡大も含めて、労働人口確保に取り組んでいる。 

【資料１４：年齢階級別就業者の推移 参照】 

 

しかし、男性の生産年齢者（15～64 歳）の就業率はこの 10 年で 80～83％の水準

を維持しながら推移しているのに対して、女性の生産年齢者（15～64 歳）の就業率

は年々増加して直近（2017 年）は 67.4％で、未だ男性の就業率とは差がある 

【資料１５：年齢階級別就業率の推移 参照】 

 

その原因の１つが「Ｍ字カーブ」の問題である。女性の年齢階級別労働力率は、

出産・育児期にあたる 30歳代で落ち込み、子育てが一段落した後に再就職すること

で回復するという実態である。「Ｍ字カーブ」は、以前と比較して底が浅くなってき

ているが、内閣府「平成 30年版 男女共同参画白書」によると、そもそも欧米諸国

では「Ｍ字カーブ」そのものが見られないことが指摘されている。平成 29年（2017

年）の女性の就業希望者は 262 万人だが、最も多い未就業事由は「出産・育児のた

め(35.6%)」である。 

【資料１６：女性の年齢階級別労働力率の推移 参照】 

【資料１７：主要国における女性の年齢階級別労働力率 参照】 

【資料１８：女性の非就業者の求職していない理由 参照】 

 

現内閣は「女性が輝く社会」を最重要課題の一つとして位置付け、女性が労働を

行う上で克服すべき課題に取り組んでおり、2016 年に施行した「女性活躍推進法」

では、国・地方公共団体と 301 人以上の大企業に、自社の女性の活躍に関する状況

把握・課題分析、その課題を解決するのにふさわしい数値目標と取り組みを盛り込

んだ行動計画の策定・届出・周知・公表、自社の女性の活躍に関する情報の公表を

義務付けた。情報の公表については、採用者に占める女性比率、勤続年数の男女差、

労働時間の状況、管理職に占める女性比率については必ず把握することが求められ

ており、これらを通じて、企業や地方公共団体に、女性の就業と活躍を促進する役

割を果たすことを求めている。 

ただし、企業や国・地方自治体での女性の参画は未だ低水準である。例えば、民
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間企業での役職者に占める女性の割合は、平成 29年は係長級 18.4％，課長級 10.9％，

部長級 6.3％と、上位の役職になるほど低く、管理的職業従事者は 13.2%と諸外国と

比較して低い水準となっている。地方自治体では、平成 29年は市区町村の課長相当

職以上に占める女性の割合は 14.1%であった。 

【資料１９：階級別役職者に占める女性の割合の推移 参照】 

【資料２０：就業者及び管理的職業従事者に占める女性の割合 参照】 

【資料２１：地方公務員課長相当職以上に占める女性の割合の推移 参照】 

 

日本経済新聞が行った女性に対する管理職志向に関するアンケート調査結果では、

管理職に「なりたいと思う」は約 20%に留まった。「なりたいと思わない」人の主な

理由では「責任が重くなる」、「精神的な負担が大きい」、「自分には向かない」が挙

げられている。 

女性の管理職従事者が少ない原因は、これまでの女性の就業率の低さやＭ字カー

ブの問題、企業の受容度や人事制度も含めて様々な要因があるが、女性の管理職志

向の低さも背景要因の１つと言える。 

【資料２２：女性 2000人意識調査アンケート結果 参照】 

 

このような社会情勢と国の政策の方向を踏まえると、高等教育機関には、出産や

育児などのライフ・イベントを乗り越えて持続的に活躍しできる女性を、より多く

養成して社会に送り出していく役割が、これまで以上に求められていると言える。 

本学は、女子大学としては全国最大規模の収容定員を擁しており、就業者として

の女性をより多く社会に送り出すことができる高等教育機関である。また、「①人材

の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）」の項で述べたように、新た

に設置する本学部の、レジリエンスを持った「しなやかな女性キャリア」を実現で

きる人材を養成するという人材の養成に関する目的は、社会の要請と一致するもの

である。 

２）社会において求められている人材スキル 

文部科学省中央教育審議会大学分科会将来構想部会(以下：中教審)でとりまとめ

た「今後の高等教育の将来像の提示に向けた中間まとめ」（2018 年６月 28日）では、

2040 年の社会の姿を想定して、それに向けた高等教育機関の役割と課題を示してい

る。 

この「中間まとめ」では、2040 年頃の社会変化の方向の一端として、「SDGｓ」

「Society5.0、第 4次産業革命」「人生 100年時代」「グローバリゼーション」「地方

創生」という５つの変化の方向について言及しており、高等教育機関には、こうい

った「社会の変化に対応できる人材」の成長の場として、「個々人の強みを最大限に

活かすことを可能とする教育」を行うことが期待されている。 

社会の変化に対応するために獲得すべき能力の中核的な部分は、「学士力」として
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指針が示されているような基礎的で普遍的な知的技能であり、「論理性」「批判的思

考力」「広い視野」「コミュニケーション能力」「他者との共生の力」といった普遍的

なスキルやリテラシーである。 

さらに、中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像（平成 17年 1月 28日）」で

示された人材像である「専攻分野についての専門性を有するだけでなく、幅広い教

養を身に着け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、時代の変化に合わせて積極的に

社会を支え、あるいは社会を改善していく資質を有する人材」すなわち「21 世紀型

市民」を育成するためには、「一般教育・共通教育においても従来の学部・研究科等

の組織の枠を超えた幅広い分野から文理横断的なカリキュラムが必要」であり、「専

門教育においても従来の先行を越えた幅広くかつ深いレベルの教育」が求められる

としている。 

これまでの女子大学の教育は、業務独占資格を中心とする資格取得を通して女性

の社会進出を支えてきた。しかし前述のように、中教審が掲げる将来の高等教育機

関の役割と課題からすれば、スペシャリスト人材だけではなく、幅広い知識や能力

を保持するゼネラリスト人材が今後の社会ではより一層求められていくことが想定

できる。 

本学もこれまで、取得した資格を通じて社会に貢献し続けることができるような

教育・学問分野の学部を多く設置してきた。既存学部・学科の就職率は 98～99％と

高く、本学の教育はこれまでの社会から評価されてきた結果と言える。 

今回新設する本学部では、組織活動の企画・運営に関する科学的知識の体系であ

り、課題解決のための知識・方法論でもある「経営学」を学ぶことは、いかなる組

織においていかなる立場であっても、役割貢献を果たしていくための基礎的知識・

技能の獲得に繋がる。また、「ビジネス・デザイン・スタディーズ」「グローバル・

マネジメント・スタディーズ」及び「パブリック・マネジメント・スタディーズ」

という３つの学びの分野を横断的に学習することで、専門分野のみならず、基礎的

知的技能や幅広い知識や教養を身に付けることができる。 

このように新設する本学部は、「社会の変化に対応」し、「個々人の強みを最大限

に活かすことができる」レジリエントなゼネラリスト人材を養成するものであり、

中央教育審議会が示す将来像を踏まえた、将来の社会の担い手となる人材を社会に

送り出す役割を果たす。 

本学部の新設を検討するにあたり、本学では、民間企業の新卒採用担当者 1,400

人を対象に、「新卒に求める人材像に関するアンケート調査」を実施した。「書類選

考において、プラス要素になり得る文系の学部はどのような学部か」という設問に

対して、329人がプラス要素になりうる文系学部があると回答した。プラス要素とな

る文系学部のトップは経済学部で 44.7％、次いで 2位が経営学部で 43.2％であった

のに対して、文学部は 9.4％と低い水準であった。民間企業からみて、経営学部出身

の新卒社員は、企業内でより活躍してくれる人材であるとの期待がより高いと推測
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される。 

【資料２３：本学実施の民間企業新卒採用担当者を対象とした「新卒に求める人材像 

に関するアンケート結果」 参照】 

 

３）グローバル人材育成の必要性 

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）の調査によると、2017 年の日本の対

外直接投資は 1,686 億ドル（国際収支ベース、ネット、フロー）であった。ピーク

の 2016年からわずかに減少したものの、過去 10年間で２ 番目に多く高水準で、10

年前の約 2.5倍となっている。 

【資料２４：日本の対外直接投資の推移 参照】 

 

しかしながら、一般社団法人 日本経済団体連合会「グローバル人材の育成・活用

に向けて求められる取り組みに関するアンケート結果」（平成 25年 3月 17日）によ

ると、グローバル経営を進める上の課題について、「本社でのグローバル人材育成が

海外事業展開のスピードに追いついてない」が課題のトップで 63%の回答であった。

またグローバル事業で活躍する人材に求められる素質、知識・能力についてのトッ

プが、「海外との社会・文化、価値観の差に興味・関心を持ち、柔軟に対応する姿勢」

で 76%、次が「既成概念にとらわれず、チャレンジ精神を持ち続ける」で 70％の回

答であった。 

【資料２５：一般社団法人日本経済団体連合会による「グローバル経営を進める上で

の課題」に関するアンケート結果 参照】 

【資料２６：一般社団法人日本経済団体連合会による「グローバル事業で活躍する人

材に求める素質、知識・能力」に関するアンケート結果 参照】 

 

内閣府のグローバル人材育成推進会議(平成 24 年)の審議まとめでは、「グローバ

ル人材」の概念を「語学力・コミュニケーション能力」、「主体性・積極性、チャレ

ンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」、「異文化に対する理解と日本人とし

てのアイデンティティー」の３つの要素に定義している。これらの定義を満たす人

材層を形成するために、「実践的な英語教育の強化やグローバル化に対する理解促進

を図ること等を通じて留学・在外経験を目指す若い世代を増や」し、「高校生や大学

生等の留学、企業若手社員の海外経験等、若い世代が様々な機会を捉えて外に出や

すい環境を整えていかなければならない。」と提言をまとめている。 

【資料２７：内閣部「グローバル人材育成推進会議」の審議まとめによるグローバル

人材の定義について 参照】 

 

本学部の「グローバル・マネジメント・スタディーズ」は、本学アメリカ分校で

の留学プログラムを軸に、英語でのコミュニケーションやプレゼンテーションを磨
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き、海外のビジネスシーンで求められる力を実践的に養成する。海外ビジネスを担

う基礎力を持った人材を輩出することは、グローバル経営を進める企業の課題解決

に資するものである。 

 

４）地方公務員の一般行政部門における職員数の増加 

総務省「平成 29 年地方公共団体定員管理調査結果」によると、地方公務員数は、

平成 29 年 4 月 1 日現在、約 274 万人で、平成 6 年をピークとして 22 年連続で減少

してきたが、平成 28年 4月 1日時点比では 5,333 人の増加し、直近では下げ止まっ

ている。（対平成６年比で約▲54万人(▲17％）)。なお、子育て支援や生活保護関連

業務に係る体制充実のみならず、防災や地方創生への対応などによる増員により、

一般行政部門は増加傾向にある。 

【資料２８：地方公共団体の総職員数の推移 参照】 

【資料２９：地方公共団体の総職員数の部門別対前年比較における主な増減理由 参

照】 

 

地方公務員の業務量は、少子高齢化や国や都道府県からの権限移譲に伴う行政需

要の拡大、国の制度の創設、変更による対応等によって増加傾向にある。上記のと

おり、公務員数は下げ止まってはいるものの業務量が増加している状況では、一人

当たりの業務量は増加している。その対策として、政府は 2006 年に内閣府公共サー

ビス改革推進室を中心とした、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」

を制定することによって、民間競争入札を促進し、単純業務や定型業務を外部の民

間企業にアウトソーシング(委託)しようとしている。 

【資料３０：「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」の法律制定の趣

旨 参照】 

 

さらに、内閣府男女共同参画局「全国女性参画マップ(平成 30年度)」の「都道府

県の地方公務員採用試験（大卒程度）からの採用者に占める女性の割合」において、

兵庫県は全国 36番目の 29.6%(平均 31.7%)、「都道府県の地方公務員管理職に占める

女性の割合」は全国 17 番目の 9.5%(平均 9.7%)となっており、全国的にみても兵庫

県は公務員の女性参画では向上の余地がある。 

【資料３１：都道府県の地方公務員採用試験（大卒程度）からの採用者に占める女性

の割合 参照】 

【資料３２：都道府県の地方公務員管理職に占める女性の割合 参照】 

 

また、ボランティア活動をはじめとする市民の自由な社会貢献活動を担う特定非

営利活動法人(NPO法人)では、経営者の特定非営利団体経営者はおよそ 28%が女性と

なっており、女性が活躍している領域の一つと言える。 



19 
 

特定非営利活動法人(NPO 法人)が現在抱えている課題としては、「人材の確保や教

育」や「後継者の不足」を挙げる団体が多く、継続的に活動を担う人材の確保が求

められている。 

【資料３３：特定非営利活動法人(NPO 法人)代表者の性別 参照】 

【資料３４：特定非営利活動法人(NPO 法人)が抱える課題 参照】 

 
以上より、兵庫県における地方公務員は、担う業務が専門業務、非定型業務の割

合が増加し、かつこれまで以上の女性の参画が求められているといえ、能力を満た

した女性の人材を積極的に活用していくべきである。 

本学部の「パブリック・マネジメント・スタディーズ」では、地方自治体や国内

外の NPO と連携した演習をベースに社会課題の解決に取り組む。本学のような女子

大学が、公務員や地域の担い手に必要な資質を備えた女性を輩出することは、社会

や地域の人材需要に応えることに直結する。 

 

２ 地域社会を取り巻く状況への対応 

１） 兵庫県における取り組み 

兵庫県の人口は長期の減少局面に入っており、2009 年に 560 万人であったのをピ

ークに 2018年は 550万人を割り込んだ。特に、若年層の東京・大阪などの大都市へ

の流出が顕著になっている。この状況を打開するために、「ひょうご経済・雇用活性

化プラン(2019～2023 年度)」で、産業・雇用活性化に向けた今後の基本方向を示し

ている。本取組においては、次世代成長産業や地域産業の活性化、新産業の育成を

目指し、「未来の担い手、技術革新を担う人材を呼び込み兵庫の活躍に向けた働き手

を確保」することを狙う。そのために、1． 若者の県内就職及び定着の推進、2． 技

術革新対応人財の県内就職の推進、3. 兵庫を担う多様な人財の活躍推進の 3つの施

策が計画されている。また国際交流を進め、海外企業誘致、海外・県外からの誘客、

そのためのツーリズム推進体制の整備も計画されている。 

【資料３５：ひょうご経済・雇用活性化プラン(案)(2019～2023 年度)「第 3章 兵庫

の産業・雇用活性化に向けた今後の基本方向」 参照】 

 

２）西宮市における取り組み 

西宮市では現在、2019～2028 年までの市の計画となる「第 5 次西宮市総合計画」

を作成しているところである（現在は素案段階）。 

総合計画の中で、市の産業については、「現在、市外から流入した就業者より市内

在住の就業者が多くなっており、市内産業は市民の雇用の受け皿となっている」「市

の産業は、飲食料品製造、生活、教育、物流などの分野で集積が厚くみられる。こ

れらの産業分野は本市の歴史・風土に根差した地域産業であり、今後の発展が期待

される産業分野とともに、効果的な産業施策を進め、雇用創出や産業の活性化につ
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なげていく必要がある」として、市内産業の雇用活性化の必要性を指摘している。 

従って、総合計画での市内産業活性化への取り組みは、1. 産業支援体制の強化 2. 

中核企業や西宮ブランドの競争力強化 3. 起業・創業の裾野の拡大 4. 地域と産業

の連携による地域の活性化 5. まちづくりへの企業市民の参画の促進の 5 つが計画

されている。 

【資料３６：第５次西宮市総合計画（素案）「第Ⅳ部 都市の魅力・産業_22 産業」 参

照】 

 

３）兵庫・大阪を含む関西圏における取り組み 

大阪府と大阪市と共同で作成した「大阪の成長戦略」（2018年改訂版）では、2020

年までの 10 年間の戦略が描かれており、1. 健康・医療関連産業の世界的なクラス

ター形成 2. インバウンドの増加を契機としたアジア市場の取り込み強化 3. 第 4

次産業革命に対応したイノベーションの促進と生産性向上 4. 人口の減少と産業構

造の変化に対応した人材力強化を重点的に推進するとしている。 

【資料３７：大阪の成長戦略(2018年 3月改訂版)「改定趣旨」 参照】 

 

2025 年に大阪において開催されることが決定した国際博覧会(以下：万博)は、こ

の成長戦略の実現を加速することにも繋がると推測される。大阪府のホームページ

によると、半年間で想定来場者数 2,800 万人、全国への経済波及効果を約２兆円と

している。当然のことながら経済効果の多くを関西圏が享受することになり、万博

開催は、関西圏に所属する企業の産業の活性化も期待され、各企業人材の獲得に積

極的に関与していくと予想される。 

一方、関西圏では、インバウンド、アウトバウンドの両面での企業活動のグロー

バル化の動きが顕著である。 

インバウンドにおいては、訪日外国人数は増加を続けており、訪問率では関西圏

の２府２県が上位 10 か所にランクインしている(大阪府１位(39.1%)、４位京都府

(26.8%)、７位奈良県(8.8%)、10 位兵庫県(6.4%))ため、関西圏は増加するインバウ

ンドにおいて経済的な恩恵を受けている一方、訪問客の対応をすべき人材需要が今

後も増加することが想定される。 

【資料３８：訪日外国人の都道府県別訪問率 参照】 

 

一方、JETRO 大阪本部が 2018 年に発表した「関西企業の海外事業に展開に関する

傾向(2017年度)」によると、関西企業からの貿易投資相談件数(2017 年度)は 10,016

件と 2012 年度(5,623 件)から増加傾向にあり、国・地域別ではベトナムを中心にア

ジアについての貿易相談件数が増加しており、全体で約 60%を占めている。企業活動

全体がグローバル化しそれに対応した人材が求められている。 

【資料３９：関西企業からジェトロへの貿易投資相談件数推移 参照】 
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【資料４０：関西企業からジェトロへの貿易投資相談の国・地域別割合 参照】 

 

４）上記の地域の取り組みを踏まえた、本学「経営学部」設置の必要性 

本学が位置する兵庫県と西宮市、隣県の大阪府のそれぞれの計画及び関西を拠点

とする企業の状況を鑑みると、産業活性化のための人材確保と育成は喫緊の課題で

ある。 

本学が近隣府県や市町村に対して、地域課題の解決を担う実践力を備えた女性人

材を、高等教育機関として継続的に供給していくことは、地元ニーズに直接応える

ものである。また新設する本学部と地域産業との産学連携研究を通じて、本学が産

業創出と育成に関わり、地域創生に貢献することにも繋がる。 

 

３ 既存学部・学科への求人状況と就職実績 

本学は現在、文学部、健康・スポーツ科学部、生活環境学部、音楽学部、薬学部

及び看護学部の６学部 14 学科を有し、平成 30 年度の入学定員は 1,865 人の規模に

もなっている。最近５年間の求人件数の実績は、平成 25 年度 6,825 人、平成 26 年

度 7,303人、平成 27年度 7,386人、平成 28年度 7,326人、平成 29年度 7,264人で、

５年間の平均は 7,221 人と高い求人件数を保っている。また、５年間の平均では、

本学の就職希望者数に対して 4.2倍と高い求人倍率となっている。 

また、既存学部学科の最近の５年間の就職希望者に対する就職者数の実績は、平

成 25 年度は就職希望者 1,623 人に対して就職者数 1,594 人で就職率は 98.2%、平成

26 年度は就職希望者 1,744 人に対して就職者数 1,723 人で就職率は 98.8%、平成 27

年度は就職希望者 1,791 人に対して就職者数 1,775 人で就職率は 99.1%、平成 28年

度は就職希望者 1,751 人に対して就職者数 1,740 人で就職率 99.4%、平成 29 年度は

就職希望者数 1,752人に対して就職者数 1,744人で就職率 99.5%と高い就職率を維持

している。 

【資料４１：武庫川女子大学の過去５年の求人件数、就職希望者数、就職決定者数、

就職率 参照】 

 

このように多数の求人件数を得て、また高い就職実績を維持していることは、本

学６学部 14学科のそれぞれの学部・学科の人材の養成に関する目的その他の教育研

究上の目的が、人材需要の動向等の社会の要請を踏まえたものであることを示して

いるものである。 

これは女子大である本学が、社会が求める人材を輩出する高等教育機関として社

会からの高く期待されていることの顕れとも言える。新設する学部は、本学が社会

の要請に応えることが可能な領域を更に広げて、より一層期待に応えていくことに

繋がる。 

また地方自治体等とは、関西、中国・四国、九州エリア内の 10都道府県について、
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都道府県レベルや市町村レベルで就職支援に関する協定を締結している。新設する

学部もこの仕組みを活用するため、人材需要に関する地域社会の要請に丁寧に応え

ていくことができる体制は既に整っている。 

【資料４２：武庫川女子大学と地方自治体等との就職支援に関する協定締結一覧 参

照】 

 

４ 人材需要の根拠となる調査結果の概要 

本学部の設置を計画するにあたり、人材の養成に関する目的その他の教育上の目

的が、人材需要等社会の要請を踏まえたものであることについて、客観的なデータ

から検証することを目的として、既設学部・学科の卒業生採用実績企業及び求人票

送付企業（計 2,690箇所）、近畿２府４県の地方自治体（府庁・県庁・市庁・町役場・

村役場）（計 204箇所）の合計 2,894箇所に対して、本学部の必要性や本学部を卒業

した者への採用ニーズに関するアンケート調査を実施した。 

その結果、設置構想中の「経営学部」が養成する人材について、調査全回答事業

所数 605 箇所の 84.3％にあたる 510 箇所が、今後の社会において「ニーズが高い」

と思うと答えた。 

設置構想中の「経営学部」が養成する人材を「採用したい」と答えた事業所は全

体の 53.7％にあたる 325 箇所で、本学部の収容定員数を上回る採用意向となってい

る。 

また「採用したい」と答えた事業所に対して、「特に必要性が高いと思われる」専

門分野を複数回答できいたところ、「ビジネス・デザイン・スタディーズ」は「採用

したい」と答えた事業所の 80.0％にあたる 260人が回答、「グローバル・マネジメン

ト・スタディーズ」は 42.7％にあたる 142人が回答、「パブリック・マネジメント・

スタディーズ」は 32.6％にあたる 106人が回答している。 

「採用したい」と答えた事業所の業種をみると多岐にわたっており、様々な業種

の人材ニーズに対応できるような学部であることが評価されていると言える。なお、

地方公務の回答は 80件であった。 

「採用したい」と答えた事業所からは、経営学を学んだ女性人材への高い期待が

伺える意見が得られた。その例としていくつかの意見を挙げる。（意見は原文のまま

掲載した） 

・「管理職に就く女性が増え、さらに経営に関する話し合いのテーブルに着き活躍 

する機会がくる中、学校での学びが必ず役に立つと考えます。卒業後も自ら学 

び、広い視野で経営に参加して下さると思います」（卸売業/大阪府/従業員数 500 

～999人） 

・「これからの時代、「良妻賢母」を育てる教育だけでなく、男性と肩を並べて社 

会を形成する教育も必要と感じています。貴校であれば共学校とは違う高い女 

子教育が可能と思いますので、経営学部におかれましても、その力を遺憾なく 
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発揮されることを期待しております」（宿泊業/兵庫県/従業員数 100～299人） 

・「女性活躍が、経営学を学ぶことで更に躍進することに期待でき、優秀な人材を 

多く育てて頂きたい」（金融業/岡山県/従業員数 100～299 人） 

・「海外ビジネスは今後必要不可欠になっていく中、活躍できる人材を育てていこ 

うという姿勢がとても良いと思います。経営を女性の力で変えていく力を期待 

しています。変える力を１歩ずつ着実に身につけてほしいと感じています」（製 

造業 / 大阪府 / 従業員数 100～299 人） 

 

また、地方自治体からは、経営マネジメントを学ぶことに期待が伺える意見が得

られた。その例としていくつかの意見を挙げる。（意見は原文のまま掲載した） 

・「地方創生が叫ばれる今日、10～15年先のビジョンとマネジメント意識を持った 

人材が必要となっている。行政であっても「攻め」の姿勢が重要であり、起業 

理論や行政ビジネス論（実践も含めて）を広く展開してほしい」（地方公務/兵 

庫県/500～900人） 

・「経営感覚を持ち、住民の期待に応える職員（地方公務員）が当市で求められて 

います」（地方公務/奈良県/500～900人） 

 

このような本学への求人実績や卒業生の採用実績がある企業と近畿２府４県の地

方自治体に限定した調査結果においても、本学部を卒業した者への高い採用意向を

確認できたことから、卒業後の進路においては十分な見通しがあると考える。 

【資料４３：武庫川女子大学 経営学部経営学科(仮称) 人材需要の見通しについての

事業所アンケート調査 報告書 参照】 
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（資料０）　学生確保の見通しに関する総括資料

☆在学者数は9,595人人、１大学平均1,199人で全
体の39.0％を占める

奈良
県

☆平成30年３月卒業者の進学率は
61.7％で平成28年3月卒業者より
1.1ポイント減少

☆平成30年３月卒業者の進学率は
69.0％で平成28年3月卒業者より
0.2ポイント上昇

☆平成30年３月卒業者の進学率は
61.6％で平成28年3月卒業者より
1.0ポイント減少

☆平成30年３月卒業者の進学率は
64.6％で平成28年3月卒業者より
1.0ポイント上昇

☆入学者数は2,291人、１大学平均286人で全体の
40.5％を占める

平成30年度「女子」のみ

☆志願倍率は15.84倍、入学定員充足率は0.99倍、
収容定員充足率は1.08倍

☆志願者数は、90,635人を超え、１大学平均
11,329人

☆入学定員合計は5,722人、１大学平均の入学定員
は715人

京都
府

平成30年度全体

全国の私立大学に「経営学部」は80学部
大学進学対象となる女子数

推移予測（令和２～16年度）

☆卒業生数は、19万人を超え、卒業生は多方面で活躍
☆「女子大学」にも経営学部の設置が必要

武庫川女子大学　経営学部（入学定員200人）

☆「採用したい」と答えた事業所は全体の
53.7％にあたる325箇所

☆調査全回答事業所数605箇所の84.3％にあ
たる510箇所が、今後の社会において「ニー
ズが高い」との回答

☆70年の歴史、７学部14学科を擁す全国最大規模の「女子大学」
☆直近５年間の志願者数の平均は19,896人、入学定員に対する志願倍率の平均は11.04倍
☆既存学部・学科の入学定員充足率は、直近５年間の平均が1.02倍
☆入学者の約８割は、阪神地域（兵庫県、大阪府、京都府、奈良県）の高校卒業生
☆就職率（対希望者）は99.5％（平成29年度卒業者）

企業等への設置構想、採用意向調査結果

「経営学」系の学部は志願者数が増加しており、
関西の８大学においても「女子」の志願者・入学
者は約4割を占めており、本学部への志願・受験の
受け皿になり得る。

18歳人口は、減少傾向にあるが、
阪神地域はその減少率が緩く、

大学等への進学率も多くは
減少しておらず、中長期的な

学生確保が見通せる。

　　　　　　：149人
・併願先の結果によって入学する

・合格したら入学する
☆入学したい：378人（附属30人含む）

高校生への入学意向調査結果

☆全国の男女では、令和２年度は
1,168,566人、令和16年度は957,190人
（81.9％）に減少

平成30年度全体

関西の主要私立大学（関西学院・関西・同志社
・立命館・京都産業・近畿・甲南・龍谷）の

「商・経営学部」 阪神地域の高校卒業予定者
（女子）の大学等進学状況

☆入学定員合計は25,431人、１大学平均の入学定
員は約318人

☆志願倍率は10.6倍と平成26年度（7.5倍）から毎
年上昇、定員充足率も1.06倍

☆志願者数は、268,888人、平成26年度（188,841
人）から毎年増加

大阪
府

兵庫
県

　　　　　：229人（附属30人含む）

☆阪神地域の女子では、令和２年度は
21,098人、令和16年度は19,633人
（93.1％）に減少

☆全国の女子では、令和２年度は
569,313人、令和16年度は468,544人
（82.3％）に減少



高2女子 高1女子 中3女子 中2女子

兵庫県 23,188 23,001 24,328 23,874

大阪府 37,468 37,611 37,867 36,950

京都府 11,812 11,819 11,023 10,886

奈良県 5,933 5,751 5,947 5,906

合計 78,401 78,182 79,165 77,616

（単位：人）

中学校卒業者女子の総数 高等学校等進学者数 高等学校等進学率

兵庫県 25,435 25,179 99.0％

大阪府 39,590 39,079 98.7％

京都府 11,724 11,645 99.3％

奈良県 6,326 6,267 99.1％

平均 20,768 20,542 99.0％

（単位：人）

【資料１：設置圏域の高等学校及び中学校の女子の在籍者数　】

中学校卒業女子の高等学校等進学率（平成30年度）

高等学校及び中学校の女子の在籍者数（平成30年度）

出典：「平成30年度学校基本調査報告書」（文部科学省）



1

令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
12年度

令和
13年度

令和
14年度

令和
15年度

令和
16年度

減少率

（R2→R16）

1, 168, 566 1, 152, 224 1, 118, 555 1, 098, 898 1, 061, 074 1, 059, 128 1, 066, 954 1, 075, 000 1, 054, 736 1, 043, 969 1, 040, 723 1, 012, 766 1, 006, 691 970, 336 957, 190 81. 9%

82, 316 80, 266 77, 363 75, 827 72, 858 72, 405 72, 985 73, 435 71, 881 71, 130 70, 907 69, 777 68, 658 66, 791 66, 512 80. 8%

52, 879 51, 834 50, 615 49, 429 47, 695 47, 342 47, 620 48, 282 46, 823 46, 149 46, 279 44, 800 43, 830 42, 018 41, 276 78. 1%

135, 195 132, 100 127, 978 125, 256 120, 553 119, 747 120, 605 121, 717 118, 704 117, 279 117, 186 114, 577 112, 488 108, 809 107, 788 79. 7%

569, 313 561, 721 545, 320 536, 997 517, 942 517, 243 520, 353 524, 514 514, 398 508, 688 507, 489 494, 877 492, 351 473, 524 468, 544 82. 3%

40, 151 38, 973 37, 767 37, 284 35, 426 35, 342 35, 910 35, 557 35, 081 34, 627 34, 864 34, 015 33, 715 32, 830 32, 715 81. 5%

25, 741 25, 340 24, 603 24, 090 23, 289 23, 183 23, 088 23, 638 22, 989 22, 549 22, 628 21, 745 21, 518 20, 601 20, 194 78. 5%

65, 892 64, 313 62, 370 61, 374 58, 715 58, 525 58, 998 59, 195 58, 070 57, 176 57, 492 55, 760 55, 233 53, 431 52, 909 80. 3%

大阪市 10, 220 9, 831 9, 673 9, 455 9, 024 8, 998 9, 384 9, 543 9, 341 9, 382 9, 649 9, 607 9, 958 10, 006 10, 164 99. 5%

神戸市 6, 404 6, 561 6, 434 6, 196 6, 238 6, 069 6, 068 6, 168 5, 989 6, 051 6, 008 5, 680 5, 630 5, 508 5, 500 85. 9%

尼崎市 1, 720 1, 726 1, 686 1, 628 1, 584 1, 567 1, 607 1, 704 1, 653 1, 620 1, 598 1, 591 1, 667 1, 547 1, 696 98. 6%

西宮市 2, 309 2, 308 2, 335 2, 231 2, 177 2, 120 2, 224 2, 230 2, 122 2, 059 2, 013 2, 078 1, 971 1, 992 1, 942 84. 1%

芦屋市 445 423 411 443 415 441 415 427 408 437 396 377 381 379 331 74. 4%

合計（ 阪神地域） 21, 098 20, 849 20, 539 19, 953 19, 438 19, 195 19, 698 20, 072 19, 513 19, 549 19, 664 19, 333 19, 607 19, 432 19, 633 93. 1%

※平成27年度　 国勢調査結果に基づく 。

(資料１ －２ ） 　 大学進学対象となる女子数　 推移予測（ 令和２ 年度～令和１ ６ 年度）

兵庫県

合計
（ 大阪府・ 兵庫県）

大学進学年度

阪
神
地
域

女
子
の
み

男
女
含
む

合計
（ 大阪府・ 兵庫県）

兵庫県

大阪府

全国

全国

大阪府



［兵庫県］ 高等学校卒業女子の大学等進学率（過去3か年）

高等学校卒業女子の総数 大学等進学者数 大学等進学率

平成28年度 23,301 14,826 63.6％

平成29年度 23,866 15,243 63.9％

平成30年度 23,418 15,135 64.6％

（単位：人）

［大阪府］ 高等学校卒業女子の大学等進学率（過去3か年）

高等学校卒業女子の総数 大学等進学者数 大学等進学率

平成28年度 37,248 23,305 62.6％

平成29年度 38,514 23,796 61.8％

平成30年度 37,703 23,227 61.6％

（単位：人）

［京都府］ 高等学校卒業女子の大学等進学率（過去3か年）

高等学校卒業女子の総数 大学等進学者数 大学等進学率

平成28年度 11,385 7,828 68.8％

平成29年度 11,907 8,147 68.4％

平成30年度 11,658 8,047 69％

（単位：人）

［奈良県］ 高等学校卒業女子の大学等進学率（過去3か年）

高等学校卒業女子の総数 大学等進学者数 大学等進学率

平成28年度 5,876 3,693 62.8％

平成29年度 5,958 3,735 62.7％

平成30年度 5,950 3,669 61.7％

（単位：人）

【資料２：設置圏域の高等学校を卒業した女子の大学進学状況　】

出典：「平成28～30年度学校基本調査報告書」（文部科学省）



（単位：人）

出典：「平成12～30年度学校基本調査報告書」（文部科学省）
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H30年

度 

全体 479,278483,677488,204481,870475,265479,317477,973491,079484,736486,043496,132488,398481,667490,507483,790493,008494,122505,692504,223

男 296,195291,769289,875286,118282,857282,870279,526284,638277,470274,237279,415271,756266,219267,343264,192267,778266,928271,229268,530

女 183,083191,908198,329195,752192,408196,447198,447206,441207,266211,806216,717216,642215,448223,164219,598225,230227,194234,463235,693

女子構成比 38.2% 39.7% 40.6% 40.6% 40.5% 41.0% 41.5% 42.0% 42.8% 43.6% 43.7% 44.4% 44.7% 45.5% 45.4% 45.7% 46.0% 46.4% 46.7%

183,083 191,908 198,329 195,752 192,408 196,447 198,447 206,441 207,266 211,806 216,717 216,642 215,448 223,164 219,598 225,230 227,194 234,463 235,693 

296,195 291,769 289,875 286,118 282,857 282,870 279,526 
284,638 277,470 274,237 279,415 271,756 266,219 267,343 264,192 267,778 266,928 

271,229 268,530 
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【資料３：私立大学における男女別・1年次人数及び女子構成比の推移 】 



【資料４：私立大学における学科分野別の１年次女子数の推移　】

（単位：人）

（単位：人）

出典：「平成12～30年度学校基本調査報告書」（文部科学省）
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度 
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全学部 183,083 191,908 198,329 195,752 192,408 196,447 198,447 206,441 207,266 211,806 216,717 216,642 215,448 223,164 219,598 225,230 227,194 234,463 235,693

人文科学 58,627 60,922 61,007 59,842 56,906 56,284 55,123 55,971 55,286 54,415 54,475 52,752 51,862 52,616 50,721 49,925 49,937 50,717 51,715

社会科学 62,462 65,097 66,775 63,804 60,577 61,891 61,197 62,142 60,635 62,275 62,482 61,455 59,884 61,656 60,127 61,774 62,868 65,150 63,959

理学 3,081 3,206 3,194 3,068 3,002 3,045 2,963 3,070 2,972 2,946 3,057 3,012 3,146 3,103 3,168 3,171 3,177 3,227 3,328

工学 6,921 7,571 7,390 6,904 6,750 6,478 6,385 6,353 6,131 6,289 6,326 6,847 7,048 7,759 7,799 8,469 8,151 8,891 8,829

農学 3,295 3,337 3,573 3,375 3,268 3,440 3,587 3,593 3,742 3,847 4,079 4,313 4,439 4,433 4,409 4,537 4,567 4,589 4,602

保健 11,813 12,454 13,616 14,109 15,763 17,348 18,928 21,346 22,195 23,758 25,656 26,661 28,292 30,411 31,848 33,479 33,556 35,214 36,426

商船 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

家政 10,006 11,289 12,119 12,790 13,414 13,853 13,766 14,361 14,207 14,579 15,141 15,430 15,164 15,837 15,121 15,423 15,100 15,353 15,354

教育 8,526 9,029 10,079 10,691 10,506 10,554 11,480 12,787 14,044 15,139 16,234 17,022 17,645 18,793 18,636 19,264 18,794 19,532 19,357

芸術 11,036 11,028 11,623 11,785 11,519 11,630 11,620 11,714 11,630 11,588 11,579 11,348 10,936 10,968 10,651 11,034 10,994 11,150 11,153

その他 7,316 7,975 8,953 9,384 10,703 11,924 13,398 15,104 16,424 16,970 17,688 17,802 17,032 17,588 17,118 18,154 20,050 20,640 20,970

62,462 65,097 66,775 63,804 60,577 61,891 61,197 62,142 60,635 62,275 62,482 61,455 59,884 61,656 60,127 61,774 62,868 65,150 63,959 

183,083 
191,908 198,329 195,752 192,408 196,447 198,447 

206,441 207,266 211,806 216,717 216,642 215,448 
223,164 219,598 225,230 227,194 

234,463 235,693 
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度 
Ｈ３０年
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全学部 0 8,825 15,246 12,669 9,325 13,364 15,364 23,358 24,183 28,723 33,634 33,559 32,365 40,081 36,515 42,147 44,111 51,380 52,610

人文科学 0 2,295 2,380 1,215 -1,721 -2,343 -3,504 -2,656 -3,341 -4,212 -4,152 -5,875 -6,765 -6,011 -7,906 -8,702 -8,690 -7,910 -6,912

社会科学 0 2,635 4,313 1,342 -1,885 -571 -1,265 -320 -1,827 -187 20 -1,007 -2,578 -806 -2,335 -688 406 2,688 1,497

理学 0 125 113 -13 -79 -36 -118 -11 -109 -135 -24 -69 65 22 87 90 96 146 247

工学 0 650 469 -17 -171 -443 -536 -568 -790 -632 -595 -74 127 838 878 1,548 1,230 1,970 1,908

農学 0 42 278 80 -27 145 292 298 447 552 784 1,018 1,144 1,138 1,114 1,242 1,272 1,294 1,307

保健 0 641 1,803 2,296 3,950 5,535 7,115 9,533 10,382 11,945 13,843 14,848 16,479 18,598 20,035 21,666 21,743 23,401 24,613

商船 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

家政 0 1,283 2,113 2,784 3,408 3,847 3,760 4,355 4,201 4,573 5,135 5,424 5,158 5,831 5,115 5,417 5,094 5,347 5,348

教育 0 503 1,553 2,165 1,980 2,028 2,954 4,261 5,518 6,613 7,708 8,496 9,119 10,267 10,110 10,738 10,268 11,006 10,831

芸術 0 -8 587 749 483 594 584 678 594 552 543 312 -100 -68 -385 -2 -42 114 117

その他 0 659 1,637 2,068 3,387 4,608 6,082 7,788 9,108 9,654 10,372 10,486 9,716 10,272 9,802 10,838 12,734 13,324 13,654
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【資料５：私立大学の社会科学系における学科分野別の１年次女子数の推移　】

（単位：人）

（単位：人）

出典：「平成12～30年度学校基本調査報告書」（文部科学省）

Ｈ１２年度 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 

全体 62,462 65,097 66,775 63,804 60,577 61,891 61,197 62,142 60,635 62,275 62,482 61,455 59,884 61,656 60,127 61,774 62,868 65,150 63,959

法学・政治学 11,747 12,298 12,881 11,841 11,182 11,051 10,880 10,907 10,383 10,217 10,330 10,223 10,010 10,431 10,356 10,700 11,313 11,454 10,946

商学・経済学 27,144 27,971 28,652 26,080 23,988 23,972 24,842 25,395 26,069 26,945 27,566 27,365 26,370 27,589 27,132 28,125 28,671 30,285 29,969

社会学 19,447 20,518 20,845 21,264 20,794 21,481 20,203 20,005 18,809 18,790 18,526 18,066 17,738 17,835 16,817 16,943 16,621 16,948 16,588

その他 4,124 4,310 4,397 4,619 4,613 5,387 5,272 5,835 5,374 6,323 6,060 5,801 5,766 5,801 5,822 6,006 6,263 6,463 6,456

4,124 4,310 4,397 4,619 4,613 5,387 5,272 5,835 5,374 6,323 6,060 5,801 5,766 5,801 5,822 6,006 6,263 6,463 6,456 

19,447 20,518 20,845 21,264 20,794 
21,481 20,203 20,005 

18,809 18,790 18,526 18,066 17,738 17,835 16,817 16,943 16,621 16,948 16,588 

27,144 
27,971 28,652 26,080 

23,988 
23,972 24,842 25,395 

26,069 
26,945 27,566 27,365 26,370 27,589 

27,132 28,125 28,671 
30,285 29,969 
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11,454 10,946 
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60,577 
61,891 61,197 62,142 
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63,959 
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人数別の推移 

Ｈ１２年度 Ｈ１３年度 Ｈ１４年度 Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 

全体 0 2,635 4,313 1,342 -1,885 -571 -1,265 -320 -1,827 -187 20 -1,007 -2,578 -806 -2,335 -688 406 2,688 1,497

法学・政治学 0 551 1,134 94 -565 -696 -867 -840 -1,364 -1,530 -1,417 -1,524 -1,737 -1,316 -1,391 -1,047 -434 -293 -801

商学・経済学 0 827 1,508 -1,064 -3,156 -3,172 -2,302 -1,749 -1,075 -199 422 221 -774 445 -12 981 1,527 3,141 2,825

社会学 0 1,071 1,398 1,817 1,347 2,034 756 558 -638 -657 -921 -1,381 -1,709 -1,612 -2,630 -2,504 -2,826 -2,499 -2,859

その他 0 186 273 495 489 1,263 1,148 1,711 1,250 2,199 1,936 1,677 1,642 1,677 1,698 1,882 2,139 2,339 2,332
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平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 5年平均

学部数 80 82 82 81 82 81

入学定員（人） 25,431 25,796 25,244 24,708 25,083 25,252

志願者（人） 268,888 239,665 212,639 193,204 188,841 220,647

志願倍率 10.6 9.3 8.4 7.8 7.5 8.7

入学者数（人） 27,037 27,888 26,598 25,687 25,498 26,542

入学定員充足率 106.32% 108.11% 105.36% 103.96% 101.65% 105.11%

【資料６：私立大学「経営学部」の志願者・入学者動向　】

出典：「平成26～30年度私立大学・短期大学等入学志願動向」（日本私立学校振興・共済事業団）



志願者 合格者 倍率 志願者 合格者 倍率 志願者 合格者 倍率 志願者 合格者 志願者 合格者 倍率

神戸大学
経営学部経営学科

260 925 230 4.0 903 230 3.9 679 230 3.0 2,507 690 835 230 3.6 111.11%

兵庫県立大学
経営学部

230 863 210 4.1 888 214 4.1 660 226 2.9 2,411 650 803 216 3.7 104.89%

大阪市立大学
商学部

220 627 237 2.6 717 230 3.1 572 228 2.5 1,916 695 638 231 2.8 105.14%

合計もしくは平均 710 2,415 677 3.6 2,508 674 3.7 1,911 684 2.8 6,834 2,035 2,278 678 3.4 107.05%

関西学院大学
商学部商学科

650 6,510 1,101 5.9 6,071 1,677 3.6 5,382 1,753 3.1 17,963 4,531 5,987 1,510 4.0 109.15%

甲南大学
経営学部経営学科

345 4,663 816 5.7 3,993 853 4.7 4,179 1,057 4.0 12,835 2,726 4,278 908 4.7 122.25%

関西大学
商学部商学科

726 10,177 1,399 7.3 10,571 1,523 6.9 9,163 1,723 5.3 29,911 4,645 9,970 1,548 6.4 109.23%

近畿大学
経営学部経営学科

585 10,145 1,102 9.2 8,525 1,131 7.5 6,681 1,040 6.4 25,351 3,273 8,450 1,091 7.7 113.84%

合計もしくは平均 2,306 31,495 4,418 7.1 29,160 5,184 5.6 25,405 5,573 4.6 86,060 15,175 28,686 5,058 5.7 113.62%

注：一般＋センターの合計。他に推薦・AOを実施の場合あり。また、入試方式ごとの募集人員が一部不明のため、「倍率＝志願者÷合格者」 （単位：人）※志願倍率は「倍」、定員充足率は「％」

出典：志願動向は「大学受験パスナビ」（株式会社 旺文社）より。定員充足率は各大学公表数に基づく。

※志願者、合格者の人数は、国公立大学は一般入試、私立大学は一般＋センター方式それぞれの合計値

出典：河合塾「2018年度第2回全統マーク模試」より。全国で407,647人（実人数）が受験し、うち女子194,175人（同）。

※各大学で複数ある日程方式（入試方式）のうち、最も「全体（A）」の人数が多かったものを抽出している。

【資料７：想定される競合大学の志願者動向と定員充足状況（経営学部・商学部関係 ）】

大学
入学
定員

平成30年度 平成29年度 平成28年度

国
公
立

私
立

3年間の合計 3年間の平均 2018年度
定員充足率



1

番号 所在地 大学名 学部名 入学定員 入学志願者数 志願倍率 合格者数 入学者総数 女子入学者数 女子割合

1 兵庫県 関西学院大学 商学部 650 5, 378 8. 27 1, 219 614 291 47. 4%

2 大阪府 関西大学 商学部 726 9, 367 12. 90 1, 616 804 347 43. 2%

3 京都府 同志社大学 商学部 893 6, 226 6. 97 1, 620 897 384 42. 8%

4 大阪府 立命館大学 経営学部 825 10, 395 12. 60 1, 899 677 281 41. 5%

5 京都府 京都産業大学 経営学部 610 10, 368 17. 00 1, 594 592 197 33. 3%

6 大阪府 近畿大学 経営学部（ 昼間主） 1, 180 36, 226 30. 70 4, 487 1, 157 401 34. 7%

7 兵庫県 甲南大学 経営学部 345 4, 055 11. 75 819 423 182 43. 0%

8 京都府 龍谷大学 経営学部 493 8, 620 17. 48 1, 253 495 208 42. 0%

5, 722 90, 635 15. 84 14, 507 5, 659 2, 291 40. 5%

715 11, 329 15. 84 1, 813 707 286 40. 5%

※旺文社「 蛍雪時代 特別編集 2019( 平成31) 年度用 大学の真の実力 情報公開BOOK」 より

※2018年度実績に基づく 数値

※入学志願者数は各学部で実施し たすべての1年次入学試験での合計数

8大学合計

1大学平均

( 資料７ －２ ） 　 関西主要私立大学における 商・ 経営学部の入学定員・ 入学者等の状況（ 平成30年度）



1

番号 所在地 大学名 学部名 収容定員 在籍学生数 収容定員充足率 女子学生数 女子割合

1 兵庫県 関西学院大学 商学部 2, 600 2, 838 109. 2% 1, 229 43. 3%

2 大阪府 関西大学 商学部 2, 904 3, 172 109. 2% 1, 480 46. 7%

3 京都府 同志社大学 商学部 3, 400 3, 714 109. 2% 1, 574 42. 4%

4 大阪府 立命館大学 経営学部 3, 300 3, 495 105. 9% 1, 293 37. 0%

5 京都府 京都産業大学 経営学部 2, 470 2, 639 106. 8% 809 30. 7%

6 大阪府 近畿大学 経営学部（ 昼間主） 4, 720 4, 948 104. 8% 1, 653 33. 4%

7 兵庫県 甲南大学 経営学部 1, 380 1, 687 122. 2% 715 42. 4%

8 京都府 龍谷大学 経営学部 1, 982 2, 103 106. 1% 842 40. 0%

22, 756 24, 596 108. 1% 9, 595 39. 0%

2, 845 3, 075 108. 1% 1, 199 39. 0%

※各大学ホームページ上の公表情報に基づく 。 いずれも2018年5月1日現在。

8大学合計

1大学平均

（ 資料７ －３ ） 　 関西主要私立大学における商・ 経営学部の収容定員充足の状況（ 平成30年度）



文学部 735 7,466 10.16 7,065 2,349 3.01 821 1.11
健康・スポーツ科学部 150 1,441 9.61 1,386 435 3.19 176 1.17

生活環境学部 520 6,017 11.57 5,763 1,464 3.94 579 1.11

音楽学部 50 143 2.86 135 112 1.21 48 0.96

薬学部（6年制） 210 2,184 10.40 2,049 504 4.07 206 0.98

薬学部（4年制） 40 232 5.80 220 81 2.72 37 0.92

看護学部 80 795 9.94 743 206 3.61 86 1.07

計 1,785 18,278 10.24 17,361 5,151 3.37 1,953 1.09

文学部 735 8,021 10.91 7,039 2,263 3.11 823 1.11
健康・スポーツ科学部 150 1,604 10.69 1,425 410 3.48 169 1.12

生活環境学部 520 7,113 13.68 6,376 1,492 4.27 595 1.14

音楽学部 50 165 3.30 123 98 1.26 46 0.92

薬学部（6年制） 210 2,047 9.75 1,742 539 3.23 211 1.00

薬学部（4年制） 40 200 5.00 162 87 1.86 27 0.67

看護学部 80 1,487 18.59 1,312 210 6.25 77 0.96

計 1,785 20,637 11.56 18,179 5,099 3.57 1,948 1.09

文学部 735 8,277 11.26 7,221 2,031 3.56 774 1.05
健康・スポーツ科学部 150 1,655 11.03 1,476 382 3.86 162 1.08

生活環境学部 520 7,131 13.71 6,320 1,256 5.03 527 1.01

音楽学部 50 221 4.42 169 125 1.35 53 1.06

薬学部（6年制） 210 1,935 9.21 1,659 602 2.76 227 1.08

薬学部（4年制） 40 295 7.38 250 117 2.14 53 1.32

看護学部 80 1,084 13.55 930 273 3.41 92 1.15

計 1,785 20,598 11.54 18,025 4,786 3.77 1,888 1.05

文学部 735 8,365 11.38 7,466 1,629 4.58 646 0.87
健康・スポーツ科学部 150 1,379 9.19 1,219 321 3.80 149 0.99

生活環境学部 520 6,464 12.43 5,779 1,110 5.21 466 0.89

音楽学部 50 196 3.92 156 108 1.44 38 0.76

薬学部（6年制） 210 1,623 7.73 1,377 578 2.38 204 0.97

薬学部（4年制） 40 197 4.93 166 82 2.02 25 0.62

看護学部 80 1,484 18.55 1,294 257 5.04 90 1.12

計 1,785 19,708 11.04 17,457 4,085 4.27 1,618 0.90

文学部 510 4,876 9.56 4,234 1,578 2.68 567 0.87

教育学部 240 3,526 14.69 3,160 810 3.90 218 0.99
健康・スポーツ科学部 180 1,504 8.36 1,328 448 2.96 193 0.99

生活環境学部 555 6,673 12.02 5,905 1,575 3.75 585 0.89

音楽学部 50 237 4.74 180 125 1.44 50 0.76

薬学部（6年制） 210 1,766 8.41 1,495 668 2.24 196 0.97

薬学部（4年制） 40 194 4.85 151 105 1.44 34 0.62

看護学部 80 1,484 18.55 1,298 300 4.33 74 1.12

計 1,865 20,260 10.86 17,751 5,609 3.16 1,917 1.02

9,005 99,481 11.05 88,773 24,730 3.59 9,324 1.02

定員超過率

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

（資料８）武庫川女子大学への志願・受験・合格・入学者数（直近５年）】

年度 学　部 入学定員
（A）

志願者（B）
志願倍率
（B）/（A）

受験者（C） 合格者（D）

平
成
３
０
年
度

令
和
元
年
度

５年計（割合は平均値）

受験倍率
（C）/（D）

入学者



【資料９：武庫川女子大学入学者のうち、近畿2府4県の高等学校卒業者の入学状況（直近4年）】　

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 2府4県合計 大阪府＋兵庫県

16 42 557 956 115 39 1,725 1,513

0.82% 2.15% 28.52% 48.95% 5.89% 2.00% 88.3% 77.5%

16 38 568 941 85 44 1,692 1,509

0.82% 1.95% 29.16% 48.31% 4.36% 2.26% 86.9% 77.5%

11 34 587 925 94 35 1,686 1,512

0.58% 1.80% 31.09% 48.99% 4.98% 1.85% 89.3% 80.1%

3 21 482 833 73 22 1,434 1,315

0.18% 1.30% 29.79% 51.48% 4.51% 1.36% 88.6% 81.3%

12 34 549 914 92 35 1,635 1,462

0.62% 1.82% 29.62% 49.35% 4.95% 1.89% 88.3% 79.0%

7,407 46 135 2,194 3,655 367 140 6,537 5,849

平成28年度 1,785 1,948

※小数点1位、四捨五入

平成29年度 1,785 1,888

平成30年度 1,785 1,618

平　　均 1,785 1,852

直近4年合計値

年　度
大学全体の
入学定員

入学者合計
入学者のうち、近畿2府4県の高等学校卒業者の入学状況

平成27年度 1,785 1,953
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1.  222 78.2% 264 82.5% 169 86.2% 156 80.4% 116 85.9% 
2.  61 21.5% 52 16.3% 25 12.8% 37 19.1% 19 14.1% 
3.  1 0.4% 2 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
4.  0 0.0% 1 0.3% 1 0.5% 1 0.5% 0 0.0% 
5.  0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
6.  0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
7.  0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 0 0.0% 1 0.3% 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 
 284 100.0% 320 100.0% 196 100.0% 194 100.0% 135 100.0% 

 
 

   
1. 2  284 25.2% 
2. 1  320 28.3% 
3. 3  196 17.4% 
4. 2  194 17.2% 
5. 1  135 12.0% 

 0 0.0% 
 1,129 100.0% 
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1. CG  0 0.0% 0 0.0% 163 83.1% 160 82.5% 103 76.3% 
2. CS  0 0.0% 0 0.0% 32 16.3% 34 17.5% 32 23.7% 
3. CG I  0 0.0% 225 70.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
4. CG SE  0 0.0% 44 13.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
5. CS  0 0.0% 46 14.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
6. 2 SS  40 14.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
7. 2 SE  36 12.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
8. 2 I IA  112 39.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
9. 2 I IS  5 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

10. 2 I IB  60 21.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
11. 2 I IE  31 10.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 0 0.0% 5 1.6% 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 
 284 100.0% 320 100.0% 196 100.0% 194 100.0% 135 100.0% 
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1.  23 8.1% 33 10.3% 24 12.2% 10 5.2% 12 8.9% 
2.  51 18.0% 73 22.8% 58 29.6% 24 12.4% 24 17.8% 
3.  49 17.3% 59 18.4% 36 18.4% 29 15.0% 21 15.6% 
4.  52 18.3% 73 22.8% 51 26.0% 54 27.8% 48 35.6% 
5.  18 6.3% 28 8.8% 16 8.2% 22 11.3% 26 19.3% 
6.  55 19.4% 68 21.3% 26 13.3% 21 10.8% 13 9.6% 
7.  44 15.5% 42 13.1% 39 19.9% 46 23.7% 22 16.3% 
8.  60 21.1% 39 12.2% 37 18.9% 24 12.4% 14 10.4% 
9.  9 3.2% 22 6.9% 28 14.3% 27 13.9% 26 19.3% 

10.  5 1.8% 8 2.5% 8 4.1% 15 7.7% 13 9.6% 
11.  2 0.7% 10 3.1% 11 5.6% 14 7.2% 10 7.4% 
12.  47 16.6% 46 14.4% 46 23.5% 57 29.4% 47 34.8% 
13.  21 7.4% 19 5.9% 27 13.8% 27 13.9% 18 13.3% 
14.  30 10.6% 42 13.1% 51 26.0% 44 22.7% 37 27.4% 
 4  
 N  

 
 

 

 

1.  23 8.1% 18 5.6% 5 2.6% 6 3.1% 2 1.5% 

2.  30 10.6% 26 8.1% 12 6.1% 11 5.7% 2 1.5% 

3.  213 75.0% 252 78.8% 163 83.2% 161 83.0% 122 90.4% 

 18 6.3% 24 7.5% 16 8.2% 16 8.3% 9 6.7% 

 284 100.0% 320 100.0% 196 100.0% 194 100.0% 135 100.0% 
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1.  51 18.0% 28 8.8% 32 16.3% 22 11.3% 10 7.4% 

2.  214 75.4% 269 84.1% 148 75.5% 157 80.9% 113 83.7% 

 19 6.7% 23 7.2% 16 8.2% 15 7.7% 12 8.9% 

 284 100.0% 320 100.0% 196 100.0% 194 100.0% 136 100.0% 
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1.  
 

19 37.3% 7 25.0% 14 43.8% 9 40.9% 4 40.0% 

2.  
 

14 27.5% 5 17.9% 7 21.9% 2 9.1% 1 10.0% 

3.  
 

2 3.9% 1 3.6% 2 6.3% 1 4.5% 0 0.0% 

4.  16 31.4% 15 53.6% 9 28.1% 10 45.5% 4 40.0% 

 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 10.0% 

 51 100.0% 28 100.0% 32 100.0% 22 100.0% 10 100.0% 

 
  

 

 

1.  30 58.8% 16 57.1% 13 40.6% 9 40.9% 1 10.0% 

2.  2 3.9% 0 0.0% 1 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 

3.  19 37.3% 12 42.9% 18 56.3% 13 59.1% 9 90.0% 

 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 51 100.0% 28 100.0% 32 100.0% 22 100.0% 10 100.0% 
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1年次 2年次 3年次 4年次 該当年度 情報源
経営学部 経営学科 200 200,000 1,000,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000 1,200,000 4,800,000 Ｈ32 ―

1年次 2年次 3年次 4年次
150 200,000 1,095,000 1,135,000 1,135,000 1,135,000 1,295,000 4,700,000
200 200,000 1,095,000 1,175,000 1,175,000 1,175,000 1,295,000 4,820,000
160 200,000 1,225,000 1,265,000 1,265,000 1,265,000 1,425,000 5,220,000
240 200,000 1,225,000 1,275,000 1,275,000 1,275,000 1,425,000 5,250,000
180 200,000 1,245,000 1,325,000 1,305,000 1,305,000 1,445,000 5,380,000
165 200,000 1,245,000 1,285,000 1,285,000 1,285,000 1,445,000 5,300,000
200 200,000 1,295,000 1,435,000 1,435,000 1,435,000 1,495,000 5,800,000
150 200,000 1,245,000 1,285,000 1,285,000 1,285,000 1,445,000 5,300,000
40 200,000 1,460,000 1,540,000 1,540,000 1,540,000 1,660,000 6,280,000
30 200,000 1,700,000 1,770,000 1,770,000 1,770,000 1,900,000 7,210,000
20 200,000 1,720,000 1,770,000 1,770,000 1,770,000 1,920,000 7,230,000
210 200,000 1,864,000 1,990,000 1,990,000 1,990,000 2,064,000 12,014,000
40 200,000 1,500,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000 6,800,000
80 200,000 1,675,000 1,695,000 1,695,000 1,695,000 1,875,000 6,960,000

1年次 2年次 3年次 4年次 該当年度 情報源
現代社会学部 社会システム学科 300 260,000 1,042,000 1,174,000 1,174,000 1,174,000 1,302,000 4,824,000 Ｈ31

現代社会学部
現代社会学科現代社
会専攻 200 250,000 1,050,000 1,170,000 1,170,000 1,195,000 1,300,000 4,835,000 Ｈ31

経営学部 経営学科 425 250,000 1,105,000 1,125,000 1,145,000 1,165,000 1,355,000 4,790,000 Ｈ31
経営学部 経営学科 280 200,000 1,048,000 1,048,000 1,048,000 1,048,000 1,248,000 4,392,000 Ｈ31
経営学部 経営学科 345 300,000 926,000 1,021,000 1,021,000 1,021,000 1,226,000 4,289,000 Ｈ31
経営学部 経営学科 340 300,000 920,000 920,000 920,000 920,000 1,220,000 3,980,000 Ｈ31
商学部 商学科 893 200,000 1,004,000 1,036,000 1,049,000 1,062,000 1,204,000 4,351,000 Ｈ31
商学部 商学科 650 200,000 959,000 1,016,000 1,016,000 1,016,000 1,159,000 4,207,000 Ｈ30
商学部 商学科 726 260,000 850,000 980,000 980,000 980,000 1,110,000 4,050,000 Ｈ30
経営学部 経営学科 675 300,000 798,400 958,400 958,400 958,400 1,098,400 3,973,600 Ｈ31
経営学部 経営学科 390 270,000 803,000 1,062,000 1,062,000 1,062,000 1,073,000 4,259,000 Ｈ30
経営学部 経営学科 493 200,000 821,000 1,021,000 1,021,000 1,021,000 1,021,000 4,084,000 Ｈ30

【資料１２：学生納付金設定の考え方　】

関西学院大学
関西大学
立命館大学
京都産業大学
龍谷大学

卒業までの
納付金(見込)

備考

同志社女子大学

各大学の公式
ホームページ
（Ｈ30.10.15

現在）

京都女子大学

近畿大学
大阪学院大学
甲南大学
神戸学院大学
同志社大学

看護学部 看護学科

＜設置圏周辺地域における類似学部・学科を設置している私立大学の学生納付金＞

大学 学部 学科 入学定員 入学金
学費 初年次

納付金

心理・社会福祉学科

註：5・6年次も学費は1,990,000円

健康生命薬科学科
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卒業までの
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備考

武庫川女子大学

＜本学既設学部の納付金（平成31年度入学生適用分）＞
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納付金
卒業までの
納付金(見込)

文学部
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納付金



 

 

 
2017 10 1
2018 29
4  

1971  
  

7,596 (2017 ) 

5,978 (2040 ) 

 



 

 
 

 
  



 

 
 

 
 
  



 

 
 

  



 

 

 



 



 
 

  



 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
2018 1 23

2000  
  



 

 

 
 

  



 

 
 

  

168,587  



 

 

 
  



 

 

 

 
  



 

 
 

 
  



1 

資料43



2 
  

 
 

1.  

2.  

 

 

 

 

 

 

  

 



 

3 
  

 
2020

 
2,894 605

84.3 510
53.7

325 698  
 

 
2,690

204
2,894  

 

1 3  
4 6

 
8  
9

9  
8  

 2018 11 12  

 
1

 

 605 2,894 20.9%  

 
 



 

4 
  

 

1. 0 0.0% 

2. 1 0.2% 

3. 0 0.0% 

4. 161 26.6% 

5. 4 0.7% 

6. IT 2 0.3% 

7. 6 1.0% 

8. 14 2.3% 

9. ( ) 35 5.8% 

10. 96 15.9% 

11. 106 17.5% 

12. 0 0.0% 

13.  17 2.8% 

14.  15 2.5% 

15.  25 4.1% 

16.  2 0.3% 

17.  7 1.2% 

18.  0 0.0% 

19.  14 2.3% 

20.  1 0.2% 

21.  80 13.2% 

22.  2 0.3% 

23.  9 1.5% 

8 1.3% 

605 100.0% 

 
 



 

5 
  

 

       

1.   0 0.0%  26.  26 4.3% 

2.   0 0.0%  27.  206 34.0% 

3.   0 0.0%  28.  110 18.2% 

4.  0 0.0%  29.  20 3.3% 

5.  0 0.0%  30.  22 3.6% 

6.  0 0.0%  31.  2 0.3% 

7.  0 0.0%  32.  5 0.8% 

8.  0 0.0%  33.  17 2.8% 

9.  1 0.2%  34.  18 3.0% 

10.  0 0.0%  35.  4 0.7% 

11.  2 0.3%  36.  7 1.2% 

12.  2 0.3%  37.  9 1.5% 

13.  84 13.9%  38.  7 1.2% 

14.  2 0.3%  39.  5 0.8% 

15.  1 0.2%  40.  1 0.2% 

16.  1 0.2%  41.  0 0.0% 

17.  3 0.5%  42.  0 0.0% 

18.  5 0.8%  43.  1 0.2% 

19.  1 0.2%  44.  1 0.2% 

20.  1 0.2%  45.  0 0.0% 

21.  1 0.2%  46.  0 0.0% 

22.  4 0.7%  47.  0 0.0% 

23.  14 2.3%   9 1.5% 

24.  2 0.3%   605 100.0% 
25.  11 1.8%      

 

1. 99 58 9.6% 

2. 100 299 154 25.5% 

3. 300 499  101 16.7% 

4. 500 999 128 21.2% 

5. 1,000 2,999 86 14.2% 

6. 3,000 9,999 62 10.2% 

7. 10,000 13 2.1% 

3 0.5% 

605 100.0% 

 



 

6 
  

   

1. 130 21.5% 

2. 380 62.8% 

3. 19 3.1% 

4. 0 0.0% 

5. 70 11.6% 

6 1.0% 

605 100.0% 
 

1. 442 73.1% 

2. 98 16.2% 

3. 60 9.9% 

5 0.8% 

605 100.0% 
 

1. 325 53.7% 

2. 6 1.0% 

3. 269 44.5% 

5 0.8% 

605 100.0% 

1 83 83 

2 56 112 

3 31 93 

4 1 4 

5 34 170 

6  1 6 

10 23 230 

96 - 

325 698 
  



 

7 
  

 

1. 260 80.0% 

2. 142 43.7% 

3. 106 32.6% 
  
  

 

 
 

 113 / /  

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

14.

15.



 

8 
  

16.

17.

18.

19.

20.

21.

22.

23.

24.

25.

26.

27.

28.

29.

30.

31.

32.

33.

34.

35.

36.

37.

38.

39.



 

9 
  

40.

41.

42.

43.

44.

45.

46.

47.

48.

49.

50.

51.

52.

53.

54.

55.

56.

57.

58.

59.

60.

61.

62.



 

10 
  

63.

64.

65.

66.

67.

68.

69.

70.

71.

72.

73.

74.

75.

76.

77.

78.

79.

80.

81.

82.

83.

84.

85.



 

11 
  

86.

87.

88.

89.

90.

91 

92 

93 

94 

95 

96 

97 

98 

99 

100 

101 

102 

103 

104 

105 

106 

107 

 



12 

108 

109 

110 

111 

112 

113 



13 



1  

IT  
( )

2  

3  

99  100 299  300 499  
500 999  1,000 2,999  3,000 9,999  
10,000  

  ( ) 

2020 4   

1  



4    

4  

5  

6  

3  

7  

8  

1  



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37







 

 
 

 
 
  

23 54

( 17  

 



 

 
 



 

 
 

 
  



 

 

36  



 

 
 

 
  

17  



 

 
29  

  



 

 

 
29  

  



 

 
 

 
  



 

 

 
 

 
  



 

 

 
 

  



 

 
 

 (2018 1 3 ) 
  



 

 
 

JETRO  (2017 ) 
  



 

 

 
JETRO  (2017 ) 

  

60% 



 

 
 

 
  



 
 



1 

資料43



2 
  

 
 

1.  

2.  

 

 

 

 

 

 

  

 



 

3 
  

 
2020

 
2,894 605

84.3 510
53.7

325 698  
 

 
2,690

204
2,894  

 

1 3  
4 6

 
8  
9

9  
8  

 2018 11 12  

 
1

 

 605 2,894 20.9%  

 
 



 

4 
  

 

1. 0 0.0% 

2. 1 0.2% 

3. 0 0.0% 

4. 161 26.6% 

5. 4 0.7% 

6. IT 2 0.3% 

7. 6 1.0% 

8. 14 2.3% 

9. ( ) 35 5.8% 

10. 96 15.9% 

11. 106 17.5% 

12. 0 0.0% 

13.  17 2.8% 

14.  15 2.5% 

15.  25 4.1% 

16.  2 0.3% 

17.  7 1.2% 

18.  0 0.0% 

19.  14 2.3% 

20.  1 0.2% 

21.  80 13.2% 

22.  2 0.3% 

23.  9 1.5% 

8 1.3% 

605 100.0% 

 
 



 

5 
  

 

       

1.   0 0.0%  26.  26 4.3% 

2.   0 0.0%  27.  206 34.0% 

3.   0 0.0%  28.  110 18.2% 

4.  0 0.0%  29.  20 3.3% 

5.  0 0.0%  30.  22 3.6% 

6.  0 0.0%  31.  2 0.3% 

7.  0 0.0%  32.  5 0.8% 

8.  0 0.0%  33.  17 2.8% 

9.  1 0.2%  34.  18 3.0% 

10.  0 0.0%  35.  4 0.7% 

11.  2 0.3%  36.  7 1.2% 

12.  2 0.3%  37.  9 1.5% 

13.  84 13.9%  38.  7 1.2% 

14.  2 0.3%  39.  5 0.8% 

15.  1 0.2%  40.  1 0.2% 

16.  1 0.2%  41.  0 0.0% 

17.  3 0.5%  42.  0 0.0% 

18.  5 0.8%  43.  1 0.2% 

19.  1 0.2%  44.  1 0.2% 

20.  1 0.2%  45.  0 0.0% 

21.  1 0.2%  46.  0 0.0% 

22.  4 0.7%  47.  0 0.0% 

23.  14 2.3%   9 1.5% 

24.  2 0.3%   605 100.0% 
25.  11 1.8%      

 

1. 99 58 9.6% 

2. 100 299 154 25.5% 

3. 300 499  101 16.7% 

4. 500 999 128 21.2% 

5. 1,000 2,999 86 14.2% 

6. 3,000 9,999 62 10.2% 

7. 10,000 13 2.1% 

3 0.5% 

605 100.0% 

 



 

6 
  

   

1. 130 21.5% 

2. 380 62.8% 

3. 19 3.1% 

4. 0 0.0% 

5. 70 11.6% 

6 1.0% 

605 100.0% 
 

1. 442 73.1% 

2. 98 16.2% 

3. 60 9.9% 

5 0.8% 

605 100.0% 
 

1. 325 53.7% 

2. 6 1.0% 

3. 269 44.5% 

5 0.8% 

605 100.0% 

1 83 83 

2 56 112 

3 31 93 

4 1 4 

5 34 170 

6  1 6 

10 23 230 

96 - 

325 698 
  



 

7 
  

 

1. 260 80.0% 

2. 142 43.7% 

3. 106 32.6% 
  
  

 

 
 

 113 / /  

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

14.

15.



 

8 
  

16.

17.

18.

19.

20.

21.

22.

23.

24.

25.

26.

27.

28.

29.

30.

31.

32.

33.

34.

35.

36.

37.

38.

39.



 

9 
  

40.

41.

42.

43.

44.

45.

46.

47.

48.

49.

50.

51.

52.

53.

54.

55.

56.

57.

58.

59.

60.

61.

62.



 

10 
  

63.

64.

65.

66.

67.

68.

69.

70.

71.

72.

73.

74.

75.

76.

77.

78.

79.

80.

81.

82.

83.

84.

85.



 

11 
  

86.

87.

88.

89.

90.

91 

92 

93 

94 

95 

96 

97 

98 

99 

100 

101 

102 

103 

104 

105 

106 

107 

 



12 

108 

109 

110 

111 

112 

113 



13 



1  

IT  
( )

2  

3  

99  100 299  300 499  
500 999  1,000 2,999  3,000 9,999  
10,000  

  ( ) 

2020 4   

1  



4    

4  

5  

6  

3  

7  

8  

1  



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37






	目次
	（１） 学生確保の見通し及び申請者としての取組状況
	ア 定員充足の見込み
	イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要
	（２） 人材需要の動向等社会の要請
	① 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）
	② 上記①が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠
	資料目次
	資料０
	挿入元ファイル: "mukogawa_keiei_1909nsecchi_gakusei2.pdf"
	資料１
	資料１－２
	資料２
	資料３
	資料４
	資料５
	資料６
	資料７
	資料７－２
	資料７－３
	資料８
	資料９

	挿入元ファイル: "mukogawa_keiei_1909nsecchi_gakusei3.pdf"
	資料１０

	挿入元ファイル: "mukogawa_keiei_1909nsecchi_gakusei4.pdf"
	資料１１

	挿入元ファイル: "mukogawa_keiei_1909nsecchi_gakusei5.pdf"
	資料１２
	資料１３
	資料１４
	資料１５
	資料１６
	資料１７
	資料１８
	資料１９
	資料２０
	資料２１
	資料２２
	資料２３
	資料２４
	資料２５
	資料２６
	資料２７

	挿入元ファイル: "mukogawa_keiei_1909nsecchi_gakusei6.pdf"
	資料２８
	資料２９
	資料３０
	資料３１
	資料３２
	資料３３
	資料３４
	資料３５
	資料３６
	資料３７
	資料３８
	資料３９
	資料４０
	資料４１
	資料４２

	挿入元ファイル: "mukogawa_keiei_1909nsecchi_gakusei7.pdf"
	資料43


